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沖縄県企業局管理規程第２号

沖縄県企業職員給与規程の一部を改正する規程を次のように定める。

平成29年３月31日

沖縄県公営企業管理者

企業局長 町 田 優

沖縄県企業職員給与規程の一部を改正する規程

沖縄県企業職員給与規程（昭和47年沖縄県企業局管理規程第25号）の一部を次のように改正する。

第１条中「第４条」を「第３条及び第４条」に改め、「（以下「任期付短時間勤務職員」という。）」を

削る。

第４条の２第３項中「任期付短時間勤務職員」を「沖縄県一般職の任期付職員の採用等に関する条例第４

条の規定により採用された職員（以下「任期付短時間勤務職員」という。）」に改める。

第21条第１項中「第23条第２項」を「第23条第３項」に改める。

附則第11項を削る。

別表第３から別表第５までの規定中「計画調整監」を「建設調整監」に改める。

附 則

この規程は、平成29年４月１日から施行する。
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沖縄県企業局管理規程第２号

沖縄県企業職員給与規程の一部を改正する規程を次のように定める。

平成29年３月31日

沖縄県公営企業管理者

企業局長 町 田 優

沖縄県企業職員給与規程の一部を改正する規程

沖縄県企業職員給与規程（昭和47年沖縄県企業局管理規程第25号）の一部を次のように改正する。

第１条中「第４条」を「第３条及び第４条」に改め、「（以下「任期付短時間勤務職員」という。）」を

削る。

第４条の２第３項中「任期付短時間勤務職員」を「沖縄県一般職の任期付職員の採用等に関する条例第４

条の規定により採用された職員（以下「任期付短時間勤務職員」という。）」に改める。

第21条第１項中「第23条第２項」を「第23条第３項」に改める。

附則第11項を削る。

別表第３から別表第５までの規定中「計画調整監」を「建設調整監」に改める。

附 則

この規程は、平成29年４月１日から施行する。

沖縄県企業局管理規程第３号

沖縄県企業局職員就業規程の一部を改正する規程を次のように定める。

平成29年３月31日

沖縄県公営企業管理者

企業局長 町 田 優

沖縄県企業局職員就業規程の一部を改正する規程

沖縄県企業局職員就業規程（昭和48年沖縄県企業局管理規程第７号）の一部を次のように改正する。

第５条第６項中「に第２項」を「に第１項」に改める。

第６条第３項第３号中「第19条の２第１項」を「第19条第16号」に改める。

第８条の２第３項に次の１号を加える。

⑷ 給与規程第21条第９項に規定する割振り変更前の正規の勤務時間を超えて勤務した時間 当該時間に

該当する60時間超過時間の時間数に100分の25を乗じて得た時間数

第８条の３第１項及び第２項中「その子」の次に「（民法（明治29年法律第89号）第817条の２第１項の

規定により職員が当該職員との間における同項に規定する特別養子縁組の成立について家庭裁判所に請求し

た者（当該請求に係る家事審判事件が裁判所に係属している場合に限る。）であって、当該職員が現に監護

するもの、児童福祉法（昭和22年法律第164号）第27条第１項第３号の規定により同法第６条の４第２号に

規定する養子縁組里親である職員に委託されている児童及び沖縄県職員の育児休業等に関する条例（平成４

年沖縄県条例第６号）第２条の２に規定する者を含む。以下この項、次条、第18条第２号、第19条第13号、

第15号及び第17号、第20条の２第１項並びに第20条の３において同じ。）」を加える。

第８条の４第４項中「規程により」を「規定により」に改め、同条第５項中「第１項及び第３項の」を

「第１項から第３項までの」に、「第１項及び第３項中」を「、第１項及び第３項中」に改め、「養育」

と」の次に「あり、第２項中「３歳に満たない子のある職員が当該子を養育」と」を、「介護」と」の次に

「、同項中「当該請求をした職員の業務を処理するための措置を講ずることが著しく困難である」とあるの

は、「公務の運営に支障がある」と」を加える。

第11条第４項中「第20条に規定する休暇」の次に「並びに第19条の３に規定する介護時間」を加える。

第19条第15号中「歴年」を「暦年」に改め、同条第16号中「ウからオまで」を「エ及びオ」に改め、同条

中第17号を第20号とし、第16号の次に次の３号を加える。

⒄ 職員が骨髄移植のための骨髄若しくは末 梢 血幹細胞移植のための末梢血幹細胞の提供希望者として
しよう

その登録を実施する者に対して登録の申出を行い、又は配偶者、父母、子及び兄弟姉妹以外の者に、骨

髄移植のため骨髄若しくは末梢血幹細胞移植のため末梢血幹細胞を提供する場合で、当該申出又は提供

に伴い必要な検査、入院等のため勤務しないことがやむを得ないと認められる場合 必要と認められる

期間

⒅ 職員が自発的に、かつ、報酬を得ないで社会に貢献する活動を行う場合 １暦年について５日を超え

ない範囲内

⒆ 勤続期間が10年、20年又は30年に達した職員が、公務効率の向上に資するため、心身のリフレッシュ

を図る場合 １回に限り３日を超えない範囲内で連続する期間

第19条の２第２項中「前項に規定する要介護状態にある対象家族」を「要介護状態にある対象家族の各々

が前項に規定する」に、「連続する６月の期間内」を「３回を超えず、かつ、通算して６月を超えない範囲

内で管理者が指定する期間（以下「指定期間」という。）内」に改め、同条第４項中「４時間」の次に

「（当該介護休暇と要介護者を異にする介護時間の承認を受けて勤務しない時間がある日については、当該

４時間から当該介護時間の承認を受けて勤務しない時間を減じた時間）」を加え、同条の次に次の１条を加

える。

（介護時間）

第19条の３ 職員が要介護状態にある対象家族の介護をするため、１日の勤務時間の一部について勤務しな

いことにつき休暇を請求した場合は、介護時間を与えることができる。

２ 介護時間の期間は、要介護状態にある対象家族の各々が前項に規定する介護を必要とする一の継続する

状態ごとに、連続する３年の期間（当該要介護状態にある対象家族に係る指定期間と重複する期間を除

く。）内において必要と認められる期間とする。

３ 介護時間の単位は、30分とする。

４ 介護時間は、１日を通じ、始業の時刻から連続し、又は終業の時刻まで連続した２時間（第19条第８号
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沖縄県企業局管理規程第３号

沖縄県企業局職員就業規程の一部を改正する規程を次のように定める。

平成29年３月31日

沖縄県公営企業管理者

企業局長 町 田 優

沖縄県企業局職員就業規程の一部を改正する規程

沖縄県企業局職員就業規程（昭和48年沖縄県企業局管理規程第７号）の一部を次のように改正する。

第５条第６項中「に第２項」を「に第１項」に改める。

第６条第３項第３号中「第19条の２第１項」を「第19条第16号」に改める。

第８条の２第３項に次の１号を加える。

⑷ 給与規程第21条第９項に規定する割振り変更前の正規の勤務時間を超えて勤務した時間 当該時間に

該当する60時間超過時間の時間数に100分の25を乗じて得た時間数

第８条の３第１項及び第２項中「その子」の次に「（民法（明治29年法律第89号）第817条の２第１項の

規定により職員が当該職員との間における同項に規定する特別養子縁組の成立について家庭裁判所に請求し

た者（当該請求に係る家事審判事件が裁判所に係属している場合に限る。）であって、当該職員が現に監護

するもの、児童福祉法（昭和22年法律第164号）第27条第１項第３号の規定により同法第６条の４第２号に

規定する養子縁組里親である職員に委託されている児童及び沖縄県職員の育児休業等に関する条例（平成４

年沖縄県条例第６号）第２条の２に規定する者を含む。以下この項、次条、第18条第２号、第19条第13号、

第15号及び第17号、第20条の２第１項並びに第20条の３において同じ。）」を加える。

第８条の４第４項中「規程により」を「規定により」に改め、同条第５項中「第１項及び第３項の」を

「第１項から第３項までの」に、「第１項及び第３項中」を「、第１項及び第３項中」に改め、「養育」

と」の次に「あり、第２項中「３歳に満たない子のある職員が当該子を養育」と」を、「介護」と」の次に

「、同項中「当該請求をした職員の業務を処理するための措置を講ずることが著しく困難である」とあるの

は、「公務の運営に支障がある」と」を加える。

第11条第４項中「第20条に規定する休暇」の次に「並びに第19条の３に規定する介護時間」を加える。

第19条第15号中「歴年」を「暦年」に改め、同条第16号中「ウからオまで」を「エ及びオ」に改め、同条

中第17号を第20号とし、第16号の次に次の３号を加える。

⒄ 職員が骨髄移植のための骨髄若しくは末 梢 血幹細胞移植のための末梢血幹細胞の提供希望者として
しよう

その登録を実施する者に対して登録の申出を行い、又は配偶者、父母、子及び兄弟姉妹以外の者に、骨

髄移植のため骨髄若しくは末梢血幹細胞移植のため末梢血幹細胞を提供する場合で、当該申出又は提供

に伴い必要な検査、入院等のため勤務しないことがやむを得ないと認められる場合 必要と認められる

期間

⒅ 職員が自発的に、かつ、報酬を得ないで社会に貢献する活動を行う場合 １暦年について５日を超え

ない範囲内

⒆ 勤続期間が10年、20年又は30年に達した職員が、公務効率の向上に資するため、心身のリフレッシュ

を図る場合 １回に限り３日を超えない範囲内で連続する期間

第19条の２第２項中「前項に規定する要介護状態にある対象家族」を「要介護状態にある対象家族の各々

が前項に規定する」に、「連続する６月の期間内」を「３回を超えず、かつ、通算して６月を超えない範囲

内で管理者が指定する期間（以下「指定期間」という。）内」に改め、同条第４項中「４時間」の次に

「（当該介護休暇と要介護者を異にする介護時間の承認を受けて勤務しない時間がある日については、当該

４時間から当該介護時間の承認を受けて勤務しない時間を減じた時間）」を加え、同条の次に次の１条を加

える。

（介護時間）

第19条の３ 職員が要介護状態にある対象家族の介護をするため、１日の勤務時間の一部について勤務しな

いことにつき休暇を請求した場合は、介護時間を与えることができる。

２ 介護時間の期間は、要介護状態にある対象家族の各々が前項に規定する介護を必要とする一の継続する

状態ごとに、連続する３年の期間（当該要介護状態にある対象家族に係る指定期間と重複する期間を除

く。）内において必要と認められる期間とする。

３ 介護時間の単位は、30分とする。

４ 介護時間は、１日を通じ、始業の時刻から連続し、又は終業の時刻まで連続した２時間（第19条第８号

の規定による特別休暇の承認を受けて勤務しない時間がある日については、当該連続した２時間から当該

特別休暇の承認を受けて勤務しない時間を減じた時間）の範囲内とする。

第20条の２第３項中「を承認されている」を「又は第19条の３の規定による介護時間の承認を受けて勤務

しない」に、「当該特別休暇の」を「当該特別休暇又は当該介護時間の承認を受けて勤務しない」に改め

る。

第21条第１項第３号を削る。

第32条第２項中「第２条」の次に「又は第３条」を、「休職」の次に「又は降給」を加え、同条第３項中

「免職及び休職の手続期間」を「免職、休職及び降給の手続」に改める。

附 則

（施行期日）

１ この規程は、平成29年４月１日から施行する。

（経過措置）

２ この規程による改正前の沖縄県企業局職員就業規程第19条の２の規定により介護休暇の承認を受けた職

員であって、この規程の施行の日（以下「施行日」という。）において当該介護休暇の初日（以下この項

において単に「初日」という。）から起算して６月を経過していないものの当該介護休暇に係る改正後の

第19条の２第２項に規定する指定期間については、管理者は、初日から当該職員の申出に基づく施行日以

後の日（初日から起算して６月を経過する日までの日に限る。）までの期間を指定するものとする。

沖縄県企業局管理規程第４号

沖縄県企業職員被服等貸与規程の一部を改正する規程を次のように定める。

平成29年３月31日

沖縄県公営企業管理者

企業局長 町 田 優

沖縄県企業職員被服等貸与規程の一部を改正する規程

沖縄県企業職員被服等貸与規程（昭和48年沖縄県企業局管理規程第12号）の一部を次のように改正する。

別表中「建設計画課において」を「配水管理課において」に、

「
配水管理課配水班に所属する者で配水及 作業服（上、下） １ １年
び給水業務に従事する者 作業靴 １ １年

安全帽 １ ３年
雨合羽 １ ２年
雨靴 １ ２年

を
配水管理課施設班に所属する者で水道広 作業服（上、下） １ １年
域化の業務に従事する者 作業靴 １ １年

安全帽 １ ３年
雨合羽 １ ２年
雨靴 １ ２年

」

「
配水管理課配水班に所属する者で配水及 作業服（上、下） １ １年
び給水業務に従事する者 作業靴 １ １年

安全帽 １ ３年 に、「建設計画課で」
雨合羽 １ ２年
雨靴 １ ２年

」

を「建設課で」に改める。

附 則

この規程は、平成29年４月１日から施行する。
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沖縄県企業局管理規程第４号

沖縄県企業職員被服等貸与規程の一部を改正する規程を次のように定める。

平成29年３月31日

沖縄県公営企業管理者

企業局長 町 田 優

沖縄県企業職員被服等貸与規程の一部を改正する規程

沖縄県企業職員被服等貸与規程（昭和48年沖縄県企業局管理規程第12号）の一部を次のように改正する。

別表中「建設計画課において」を「配水管理課において」に、

「
配水管理課配水班に所属する者で配水及 作業服（上、下） １ １年
び給水業務に従事する者 作業靴 １ １年

安全帽 １ ３年
雨合羽 １ ２年
雨靴 １ ２年

を
配水管理課施設班に所属する者で水道広 作業服（上、下） １ １年
域化の業務に従事する者 作業靴 １ １年

安全帽 １ ３年
雨合羽 １ ２年
雨靴 １ ２年

」

「
配水管理課配水班に所属する者で配水及 作業服（上、下） １ １年
び給水業務に従事する者 作業靴 １ １年

安全帽 １ ３年 に、「建設計画課で」
雨合羽 １ ２年
雨靴 １ ２年

」

を「建設課で」に改める。

附 則

この規程は、平成29年４月１日から施行する。

沖縄県企業局管理規程第５号

沖縄県企業局組織規程の一部を改正する規程を次のように定める。

平成29年３月31日

沖縄県公営企業管理者

企業局長 町 田 優

沖縄県企業局組織規程の一部を改正する規程

沖縄県企業局組織規程（昭和48年沖縄県企業局管理規程第13号）の一部を次のように改正する。

第４条の表配水管理課の項中「施設班」を「計画班」に改め、同表建設計画課の項中「建設計画課」を

「建設課」に、「計画班」を「離島整備班」に改める。

第６条第10号中「河川占用」を「河川占用の更新」に改め、同条第12号中「関すること」の次に「（建設

課の所掌に属するものを除く。）」を加え、同条に次の７号を加える。

⒀ 施設整備に係る基本調査及び基本計画に関すること。

⒁ 国庫補助金に係る事務に関すること。

⒂ 水資源の開発利用に関すること。

⒃ 水利権に関すること。

⒄ ダムの負担金に関すること。

⒅ 海水淡水化施設等の動力費の低減に関すること。

⒆ 高度浄水処理施設の導入に関すること。

第７条（見出しを含む。）中「建設計画課」を「建設課」に改め、同条中第１号から第４号までを削り、

第５号を第１号とし、第６号を第２号とし、第７号を第３号とし、第８号から第10号までを削り、第11号を

第４号とし、第12号から第14号までを削り、同条に次の１号を加える。

⑸ 水道広域化に係る各種整備に関すること。

第12条中第６号を削り、第７号を第６号とし、第８号から第10号までを１号ずつ繰り上げる。

第14条の表配水調整監の項中「及び水道広域化」を「、水道広域化及び施設整備に係る計画業務」に改

め、同表計画調整監の項中「計画調整監」を「建設調整監」に、「基本計画」を「執行管理」に改める。

附 則

この規程は、平成29年４月１日から施行する。

沖縄県企業局管理規程第６号

沖縄県企業局職員服務規程の一部を改正する規程を次のように定める。

平成29年３月31日

沖縄県公営企業管理者

企業局長 町 田 優

沖縄県企業局職員服務規程の一部を改正する規程

沖縄県企業局職員服務規程（昭和50年沖縄県企業局管理規程第４号）の一部を次のように改正する。

第６条第１号中「第１項第１号及び第２号並びに」を「第１項及び」に改め、「同条第１項第３号及び」

を削る。

第６条の２第１項中「続柄」を「続柄等」に改め、同条第２項中「第３条第４号」を「第３条第５号」に

改める。

第６条の５第１項及び第６条の８第１項中「続柄」を「続柄等」に改める。

第７条中「法律第261号」の次に「。以下「地公法」という。」を加える。

第11条の３中「第９号様式の３」を「第９号様式の４」に改め、同条を第11条の４とし、第11条の２の次

に次の１条を加える。

（介護時間の承認）

第11条の３ 介護時間を受けようとする職員は、勤務管理システム（管理者が定める職員にあっては、介護

時間簿（第９号様式の３））によりあらかじめ所属長に請求し、その承認を受けなければならない。

２ 所属長は、就業規程第19条の３第１項の規定に基づき、職員が介護時間を受けようとするときは、これ

を承認しなければならない。ただし、当該請求に係る期間のうち公務の運営に支障がある日又は時間につ

いては、この限りでない。

第17条の３中「（同条第３項第４号を除く。）」を削り、「第19条の２第１項」を「第19条第16号」に改

める。

第17条の５の見出し中「請求手続等」を「請求手続」に改め、同条中「第19条の２第１項」を「第19条第

16号」に改める。

第17条の７中「第19条の２第１項」を「第19条第16号」に改める。

第24条の見出し中「転任」の次に「又は配置換え」を加え、同条第１項中「転任」の次に「又は配置換

え」を、「交付」の次に「又は発令通知書による通知」を加える。

第25条中「命ぜられた者」の次に「並びに地公法第28条の４又は第28条の５の規定に基づき採用された者

（以下「再任用職員」という。）」を、「命ぜられた職員」の次に「及び再任用職員」を加える。

第29条中「転任」の次に「、配置換え」を加える。

第１号様式中

「
住 所 を

」

「
住 所 住民票謄本 に改める。

」

第４号様式の２中「続柄」を「続柄等」に、「期間」を「請求期間」に改める。

第４号様式の３中「職員との続柄」を「職員との続柄等」に改め、同様式（裏）注１中「育児休業承認請

求書」の次に「又は育児短時間勤務承認請求書」を加え、同様式（裏）注２中「請求者の育児休業請求期

間」を「「育児休業又は育児短時間勤務請求期間」欄」に改め、「育児休業承認請求書」の次に「又は育児

短時間勤務承認請求書」を加え、同様式（裏）注４中「１ 育児休業の承認の請求に係る子」を「子の氏

名」に改める。

第４号様式の４及び第４号様式の５中「職員との続柄」を「職員との続柄等」に改める。

第４号様式の６中「続柄」を「続柄等」に改め、同様式注１中「続柄」を「続柄等」に改める。

第４号様式の７（表面）及び第４号様式の８中「職員との続柄」を「職員との続柄等」に改める。

第４号様式の14中「５に記入）」を「５に記入）（□再度の延長）」に改め、

「
（ ）

を
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沖縄県企業局管理規程第６号

沖縄県企業局職員服務規程の一部を改正する規程を次のように定める。

平成29年３月31日

沖縄県公営企業管理者

企業局長 町 田 優

沖縄県企業局職員服務規程の一部を改正する規程

沖縄県企業局職員服務規程（昭和50年沖縄県企業局管理規程第４号）の一部を次のように改正する。

第６条第１号中「第１項第１号及び第２号並びに」を「第１項及び」に改め、「同条第１項第３号及び」

を削る。

第６条の２第１項中「続柄」を「続柄等」に改め、同条第２項中「第３条第４号」を「第３条第５号」に

改める。

第６条の５第１項及び第６条の８第１項中「続柄」を「続柄等」に改める。

第７条中「法律第261号」の次に「。以下「地公法」という。」を加える。

第11条の３中「第９号様式の３」を「第９号様式の４」に改め、同条を第11条の４とし、第11条の２の次

に次の１条を加える。

（介護時間の承認）

第11条の３ 介護時間を受けようとする職員は、勤務管理システム（管理者が定める職員にあっては、介護

時間簿（第９号様式の３））によりあらかじめ所属長に請求し、その承認を受けなければならない。

２ 所属長は、就業規程第19条の３第１項の規定に基づき、職員が介護時間を受けようとするときは、これ

を承認しなければならない。ただし、当該請求に係る期間のうち公務の運営に支障がある日又は時間につ

いては、この限りでない。

第17条の３中「（同条第３項第４号を除く。）」を削り、「第19条の２第１項」を「第19条第16号」に改

める。

第17条の５の見出し中「請求手続等」を「請求手続」に改め、同条中「第19条の２第１項」を「第19条第

16号」に改める。

第17条の７中「第19条の２第１項」を「第19条第16号」に改める。

第24条の見出し中「転任」の次に「又は配置換え」を加え、同条第１項中「転任」の次に「又は配置換

え」を、「交付」の次に「又は発令通知書による通知」を加える。

第25条中「命ぜられた者」の次に「並びに地公法第28条の４又は第28条の５の規定に基づき採用された者

（以下「再任用職員」という。）」を、「命ぜられた職員」の次に「及び再任用職員」を加える。

第29条中「転任」の次に「、配置換え」を加える。

第１号様式中

「
住 所 を

」

「
住 所 住民票謄本 に改める。

」

第４号様式の２中「続柄」を「続柄等」に、「期間」を「請求期間」に改める。

第４号様式の３中「職員との続柄」を「職員との続柄等」に改め、同様式（裏）注１中「育児休業承認請

求書」の次に「又は育児短時間勤務承認請求書」を加え、同様式（裏）注２中「請求者の育児休業請求期

間」を「「育児休業又は育児短時間勤務請求期間」欄」に改め、「育児休業承認請求書」の次に「又は育児

短時間勤務承認請求書」を加え、同様式（裏）注４中「１ 育児休業の承認の請求に係る子」を「子の氏

名」に改める。

第４号様式の４及び第４号様式の５中「職員との続柄」を「職員との続柄等」に改める。

第４号様式の６中「続柄」を「続柄等」に改め、同様式注１中「続柄」を「続柄等」に改める。

第４号様式の７（表面）及び第４号様式の８中「職員との続柄」を「職員との続柄等」に改める。

第４号様式の14中「５に記入）」を「５に記入）（□再度の延長）」に改め、

「
（ ）

を

（ ）
」

「
（ ）

（ ） に、

（ ）
」

「
外国滞在事由の継続
する期間 を
（所在地） （ ）

」

「
外国滞在事由の継続 に、
する期間 年 月 日から 年 月 日まで

」

「

年 月 日から 年 月 日まで を

」

「
年 月 日から 年 月 日まで

うち、期間の再度の延長の場合における に 改
当初の配偶者同行休業の期間 年 月 日まで

」

め、同様式注第４項を同様式注第５項とし、同様式注第３項中「期間を」の次に「初めて」を加え、同項を

同様式注第４項とし、同様式注第２項を同様式注第３項とし、同様式注第１項の次に次のように加える。

２ 期間の再度の延長を請求する場合には、「２ 申請に係る配偶者」欄の「外国滞在事由」欄の最上

欄の括弧内に、当該延長が必要な事情を記入すること。

第５号様式（裏）注第２項第１号中「業務内容」を「事業内容」に改める。

第９号様式の２を次のように改める。

（ ）
」

「
（ ）

（ ） に、

（ ）
」

「
外国滞在事由の継続
する期間 を
（所在地） （ ）

」

「
外国滞在事由の継続 に、
する期間 年 月 日から 年 月 日まで

」

「

年 月 日から 年 月 日まで を

」

「
年 月 日から 年 月 日まで

うち、期間の再度の延長の場合における に 改
当初の配偶者同行休業の期間 年 月 日まで

」

め、同様式注第４項を同様式注第５項とし、同様式注第３項中「期間を」の次に「初めて」を加え、同項を

同様式注第４項とし、同様式注第２項を同様式注第３項とし、同様式注第１項の次に次のように加える。

２ 期間の再度の延長を請求する場合には、「２ 申請に係る配偶者」欄の「外国滞在事由」欄の最上

欄の括弧内に、当該延長が必要な事情を記入すること。

第５号様式（裏）注第２項第１号中「業務内容」を「事業内容」に改める。

第９号様式の２を次のように改める。
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（ ）
」

「
（ ）

（ ） に、

（ ）
」

「
外国滞在事由の継続
する期間 を
（所在地） （ ）

」

「
外国滞在事由の継続 に、
する期間 年 月 日から 年 月 日まで

」

「

年 月 日から 年 月 日まで を

」

「
年 月 日から 年 月 日まで

うち、期間の再度の延長の場合における に 改
当初の配偶者同行休業の期間 年 月 日まで

」

め、同様式注第４項を同様式注第５項とし、同様式注第３項中「期間を」の次に「初めて」を加え、同項を

同様式注第４項とし、同様式注第２項を同様式注第３項とし、同様式注第１項の次に次のように加える。

２ 期間の再度の延長を請求する場合には、「２ 申請に係る配偶者」欄の「外国滞在事由」欄の最上

欄の括弧内に、当該延長が必要な事情を記入すること。

第５号様式（裏）注第２項第１号中「業務内容」を「事業内容」に改める。

第９号様式の２を次のように改める。
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請
求

者
印

所
属

長
印

延
長

・
短

縮
後

の
末

日
請

求
年

月
日

請
求

者
印

所
属

長
印

　
月

　
日

　
年
　
月
　
日
か
ら

　
年
　
月
　
日
か
ら
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□
承
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□
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承
認

年
　

　
月

　
　

日
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□

毎
日

時
　

分
～

　
時

　
分

日
年

 
月

 
日

年
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日
ま

で
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の
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□
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□
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□
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□
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の
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時

□
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□
不
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認

年
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ら
□
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日

時
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～

　
時

　
分

日
年

 
月

 
日
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月

　
　

日
ま

で
□

そ
の
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時

□
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不
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□
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日
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の
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時

□
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不
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分
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ま
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の

他
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分
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不
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□

毎
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時
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時

　
分

日
年

 
月

 
日

年
　

　
月

　
　

日
ま

で
□

そ
の

他
（

　
　

）
時

　
分

～
　

時
　

分
時

□
承

認
　

□
不

承
認

年
　

　
月

　
　

日
か

ら
□

毎
日

時
　

分
～

　
時

　
分

日
年

 
月

 
日

年
　

　
月

　
　

日
ま

で
□

そ
の

他
（

　
　

）
時

　
分

～
　

時
　

分
時

直
接

監
督

者
印

照
合

済
印

備
　

考
給

与
減

額
手

続
出

勤
簿

年
　

　
月

　
　

日
時

　
　

間
日

・
時

間
数

（
そ

の
２

）

介
　

護
　

休
　

暇
　

の
　

請
　

求
　

・
　

承
　

認

請
　

求
　

の
　

期
　

間
請

　
求

年
月

日
請

求
者

印
承

認
の

可
否

所
属

長
印
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年
　
　
月
　
　
日
ま
で

時
　
分
～
　
時
　
分

時

年
　
　
月
　
　
日
か
ら

時
　
分
～
　
時
　
分

日

年
　
　
月
　
　
日
ま
で

時
　
分
～
　
時
　
分

時

年
　
　
月
　
　
日
か
ら

時
　
分
～
　
時
　
分

日

年
　
　
月
　
　
日
ま
で

時
　
分
～
　
時
　
分

時

年
　
　
月
　
　
日
か
ら

時
　
分
～
　
時
　
分

日

年
　
　
月
　
　
日
ま
で

時
　
分
～
　
時
　
分

時

年
　
　
月
　
　
日
か
ら

時
　
分
～
　
時
　
分

日

年
　
　
月
　
　
日
ま
で

時
　
分
～
　
時
　
分

時

年
　
　
月
　
　
日
か
ら

時
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～
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分

日

年
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時
　
分

時
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時
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か
ら

時
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～
　
時
　
分

日

年
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時
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～
　
時
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時

年
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か
ら

時
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～
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分

日

年
　
　
月
　
　
日
ま
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時
　
分
～
　
時
　
分

時

年
　
　
月
　
　
日
か
ら

時
　
分
～
　
時
　
分

日

年
　
　
月
　
　
日
ま
で

時
　
分
～
　
時
　
分

時

年
　
　
月
　
　
日
か
ら

時
　
分
～
　
時
　
分

日

年
　
　
月
　
　
日
ま
で

時
　
分
～
　
時
　
分

時

年
　
　
月
　
　
日
か
ら

時
　
分
～
　
時
　
分

日

年
　
　
月
　
　
日
ま
で

時
　
分
～
　
時
　
分

時

出
勤
簿

年
　
　
月
　
　
日
　
　

時
　
　
間

日
・
時
間
数

年
　
　
月
　
　
日
か
ら

時
　
分
～
　
時
　
分

日

（
そ
の
３
）

介
　
護
　
休
　
暇
　
の
　
取
　
消
　
し
　
等

休
暇
の
取
消
し
等
の
期
間

請
求
者

印
所
属
長

印
直
接
監

督
者
印

照
合
済
印

備
　
　
　
考

給
与
減

額
手
続

第９号様式の３中「第11条の３」を「第11条の４」に改め、同様式を第９号様式の４とし、第９号様式の

２の次に次の１様式を加える。
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備
　

考
照

合
済

印

年
　

　
月

　
　

日
か

ら

年
　

　
月

　
　

日
ま

で

□
毎

日

給
与

減
額

手
続

出
勤

簿

承
認

の
可

　
否

□
承

認
　

□
不

承
認

氏
　

　
　

　
名

同
・

別
居

□
同

居
　

　
□

別
居

連
続

す
る

３
年

の
期

間

　
年

　
　

月
　

　
日

か
ら

　
　

年
　

　
月

　
　

日
ま

で

介
護

が
必

要
と

な
っ

た
時

期

年
　

　
月

　
　

日

要
介

護
者

の
状

態
及

び
具

体
的

な
介

護
の

内
容

氏
　

名

続
　

柄

要
介

護
者

に
関

す
る

事
項

（
そ

の
１

）

午
後

　
　

時
　

分
～

　
時

　
分

午
前

　
　

時
　

分
～

　
時

　
分

午
後

　
　

時
　

分
～

　
時

　
分

第
９
号
様
式
の
３

（
第

1
1
条

の
３

関
係

）

介
　

　
　

護
　

　
　

時
　

　
　

間
　

　
　

簿
職

　
　

名

請
　

求
　

の
　

期
　

間
請

　
求

年
月

日
請

求
者

印
所

属
長

印
直

接
監

督
者

印
時

　
　

間

午
前

　
　

時
　

分
～

　
時

　
分

午
後

　
　

時
　

分
～

　
時

　
分

午
前

　
　

時
　

分
～

　
時

　
分

午
後

　
　

時
　

分
～

　
時

　
分

午
前

　
　

時
　

分
～

　
時

　
分

午
後

　
　

時
　

分
～

　
時

　
分

年
　

　
月

　
　

日

□
毎

日

年
　

　
月

　
　

日
か

ら

年
　

　
月

　
　

日
ま

で

年
　

　
月

　
　

日
か

ら

年
　

　
月

　
　

日
ま

で

年
　

　
月

　
　

日
か

ら

年
　

　
月

　
　

日
ま

で

年
　

　
月

　
　

日
ま

で

年
　

　
月

　
　

日
か

ら

年
　

　
月

　
　

日
か

ら

年
　

　
月

　
　

日
ま

で

年
　

　
月

　
　

日
か

ら

□
そ

の
他

（
　

　
）

□
毎

日

□
そ

の
他

（
　

　
）

□
そ

の
他

（
　

　
）

□
毎

日

□
そ

の
他

（
　

　
）

年
　

　
月

　
　

日
ま

で

午
前

　
　

時
　

分
～

　
時

　
分

午
後

　
　

時
　

分
～

　
時

　
分

午
前

　
　

時
　

分
～

　
時

　
分

午
後

　
　

時
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～
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午
前
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分
～

　
時
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□
そ

の
他

（
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毎

日

□
そ
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他

（
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□
毎

日

□
そ

の
他

（
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毎

日

□
承

認
　

年
 
月

 
日

年
 
月

 
日

年
 
月

 
日

年
 
月

 
日

年
 
月

 
日

年
 
月

 
日

年
 
月

 
日

□
承

認
　

□
不

承
認

□
不

承
認

□
承

認
　

□
不

承
認

□
承

認
　

□
不

承
認

□
承

認
　

□
不

承
認

□
承

認
　

□
不

承
認
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簿
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前
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後
　

　
時
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～
　

時
　

分
□

不
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認

年
　

　
月
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か

ら
□
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午
前

　
　

時
　

分
～

　
時

　
分

年
 
月

 
日

□
承

認
　

年
　

　
月

　
　

日
ま

で
□

そ
の

他
（

　
　

）
午

後
　

　
時

　
分

～
　

時
　

分
□

不
承

認

年
　

　
月

　
　

日
か

ら
□

毎
日

午
前

　
　

時
　

分
～

　
時

　
分

年
 
月

 
日

□
承
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年
　

　
月
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□
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□
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前
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～

　
時
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月
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時
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年
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□

毎
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前

　
　

時
　

分
～

　
時
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年
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年
　

　
月
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後
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□
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□

毎
日

午
前

　
　

時
　

分
～

　
時

　
分

年
 
月

 
日

□
承
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（
そ
の
３
）

休
暇
の
取
消
し
等
の
期
間

請
求
者

印
所
属
長

印
直
接
監

督
者
印

照
合
済
印

備
　
　
　
考

給
与
減

額
手
続

出
勤
簿

年
　
　
月
　
　
日
　
　

時
　
　
間

年
　
　
月
　
　
日
か
ら

午
前
　
　
時
　
分
～
　
時
　
分

年
　
　
月
　
　
日
ま
で

午
後
　
　
時
　
分
～
　
時
　
分

年
　
　
月
　
　
日
か
ら

午
前
　
　
時
　
分
～
　
時
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附 則

この規程は、平成29年４月１日から施行する。

平成29年３月31日　金曜日 公　　　　報 （号外第６号）

12



沖縄県企業局管理規程第７号

沖縄県企業局防火等管理規程の一部を改正する規程を次のように定める。

平成29年３月31日

沖縄県公営企業管理者

企業局長 町 田 優

沖縄県企業局防火等管理規程の一部を改正する規程

沖縄県企業局防火等管理規程（昭和53年沖縄県企業局管理規程第11号）の一部を次のように改正する。

別表第１中「建設計画課」を「建設課」に改める。

附 則

この規程は、平成29年４月１日から施行する。

沖縄県企業局管理規程第８号

沖縄県企業局自家用電気工作物保安規程の一部を改正する規程を次のように定める。

平成29年３月31日

沖縄県公営企業管理者

企業局長 町 田 優

沖縄県企業局自家用電気工作物保安規程の一部を改正する規程

沖縄県企業局自家用電気工作物保安規程（平成４年沖縄県企業局管理規程第１号）の一部を次のように改

正する。

「 「
「 「

別図中 建設計画課長 を 建 設 課 長 に、 計 画 班 を 離 島 整 備 班
」 」

」 」

に改める。

別表第１中

「
２ 水道施設等の被害に対する賠償請求に関すること。

建設計画課 １ 水道事業及び工業用水道事業の施設整備に係る基本調査及び基本計画に関す
ること。

２ 水道事業施設の新設及び改良（小規模な事業を除く。）に係る調査設計及び
施工管理に関すること。 を

３ 工業用水道事業施設の新設及び改良（小規模な事業を除く。）に係る調査設
計及び施工管理に関すること。

４ 工事の執行計画に関すること。
５ 電気工作物の保安に関すること。
６ 電気工作物の保安業務の総括に関すること。
７ 保安委員会の庶務に関すること。

」

「

２ 水道施設等の被害に対する賠償請求に関すること。
３ 水道事業及び工業用水道事業の施設整備に係る基本調査及び基本計画に関す

ること。

建設課 １ 水道事業施設の新設及び改良（小規模な事業を除く。）に係る調査設計及び
施工管理に関すること。 に

２ 工業用水道事業施設の新設及び改良（小規模な事業を除く。）に係る調査設
計及び施工管理に関すること。

３ 工事の執行計画に関すること。
４ 電気工作物の保安に関すること。
５ 電気工作物の保安業務の総括に関すること。
６ 保安委員会の庶務に関すること。

」

改める。

附 則

この規程は、平成29年４月１日から施行する。
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沖縄県企業局管理規程第９号

沖縄県企業局文書管理規程の一部を改正する規程を次のように定める。

平成29年３月31日

沖縄県公営企業管理者

企業局長 町 田 優

沖縄県企業局文書管理規程の一部を改正する規程

沖縄県企業局文書管理規程（平成７年沖縄県企業局管理規程第４号）の一部を次のように改正する。

別表中「建設計画課」を「建設課」に改める。

附 則

この規程は、平成29年４月１日から施行する。

沖縄県企業局管理規程第10号

沖縄県企業局事務決裁規程の一部を改正する規程を次のように定める。

平成29年３月31日

沖縄県公営企業管理者

企業局長 町 田 優

沖縄県企業局事務決裁規程の一部を改正する規程

沖縄県企業局事務決裁規程（平成10年沖縄県企業局管理規程第３号）の一部を次のように改正する。

第２条第６号中「計画調整監」を「建設調整監」に改める。

別表第２の７の項中「旅行」の次に「（出先機関の長の３日以内の旅行を除く。）」を加える。

別表第３の20の項を同表21の項とし、同表８の項から19の項までを１項ずつ繰り下げ、同表７の項の次に

次の１項を加える。

８ 所属の職員に係る諸証明（簡易な事項に限る。）を行うこと。

別表第４の６の項中「諸証明」の次に「（簡易な事項を除く。）」を加える。

別表第８の７の項中「旅行」の次に「（出先機関の長の旅行については、３日以内のものに限る。）」を

加え、同表中18の項を19の項とし、８の項から17の項までを１項ずつ繰り下げ、同表７の項の次に次の１項

を加える。

８ 所属の職員に係る諸証明（簡易な事項に限る。）を行うこと。

附 則

この規程は、平成29年４月１日から施行する。

沖縄県企業局管理規程第11号

沖縄県企業局エネルギー管理規程の一部を改正する規程を次のように定める。

平成29年３月31日

沖縄県公営企業管理者

企業局長 町 田 優

沖縄県企業局エネルギー管理規程の一部を改正する規程

沖縄県企業局エネルギー管理規程（平成18年沖縄県企業局管理規程第６号）の一部を次のように改正す

る。

「 「
別図中 建設計画課長 を 建設課長 に改める。

」 」
別表第１中

「
５ 省エネルギー推進中央会議の庶務に関すること。

建設計画課 １ 建築物を含む水道施設の新設及び改良（小規模な事業を除く。）に係る省
エネルギー措置に関すること。 を

２ 建築物を含む工業用水道施設の新設（小規模な事業を除く。）及び改良
（小規模な事業を除く。）に係る省エネルギー措置に関すること。

３ 水道施設及び工業用水道施設の基本計画策定時に係る省エネルギー措置に
関すること。

」

「
５ 省エネルギー推進中央会議の庶務に関すること。
６ 水道施設及び工業用水道施設の基本計画策定時に係る省エネルギー措置に

関すること。
に

建設課 １ 建築物を含む水道施設の新設及び改良（小規模な事業を除く。）に係る省
エネルギー措置に関すること。

２ 建築物を含む工業用水道施設の新設（小規模な事業を除く。）及び改良
（小規模な事業を除く。）に係る省エネルギー措置に関すること。

」

改める。

別表第２中「建設計画課長」を「建設課長」に改める。

別表第３中「配水管理課施設班長」を「配水管理課配水班長」に、「配水管理課配水班長」を「配水管理

課計画班長」に、「建設計画課計画班長」を「建設課建設第１班長」に改める。

附 則

この規程は、平成29年４月１日から施行する。

沖縄県企業局管理規程第11号

沖縄県企業局エネルギー管理規程の一部を改正する規程を次のように定める。

平成29年３月31日

沖縄県公営企業管理者

企業局長 町 田 優

沖縄県企業局エネルギー管理規程の一部を改正する規程

沖縄県企業局エネルギー管理規程（平成18年沖縄県企業局管理規程第６号）の一部を次のように改正す

る。

「 「
別図中 建設計画課長 を 建設課長 に改める。

」 」
別表第１中

「
５ 省エネルギー推進中央会議の庶務に関すること。

建設計画課 １ 建築物を含む水道施設の新設及び改良（小規模な事業を除く。）に係る省
エネルギー措置に関すること。 を

２ 建築物を含む工業用水道施設の新設（小規模な事業を除く。）及び改良
（小規模な事業を除く。）に係る省エネルギー措置に関すること。

３ 水道施設及び工業用水道施設の基本計画策定時に係る省エネルギー措置に
関すること。

」

「
５ 省エネルギー推進中央会議の庶務に関すること。
６ 水道施設及び工業用水道施設の基本計画策定時に係る省エネルギー措置に

関すること。
に

建設課 １ 建築物を含む水道施設の新設及び改良（小規模な事業を除く。）に係る省
エネルギー措置に関すること。

２ 建築物を含む工業用水道施設の新設（小規模な事業を除く。）及び改良
（小規模な事業を除く。）に係る省エネルギー措置に関すること。

」

改める。

別表第２中「建設計画課長」を「建設課長」に改める。

別表第３中「配水管理課施設班長」を「配水管理課配水班長」に、「配水管理課配水班長」を「配水管理

課計画班長」に、「建設計画課計画班長」を「建設課建設第１班長」に改める。

附 則

この規程は、平成29年４月１日から施行する。

平成29年３月31日　金曜日 公　　　　報 （号外第６号）
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沖縄県企業局管理規程第11号

沖縄県企業局エネルギー管理規程の一部を改正する規程を次のように定める。

平成29年３月31日

沖縄県公営企業管理者

企業局長 町 田 優

沖縄県企業局エネルギー管理規程の一部を改正する規程

沖縄県企業局エネルギー管理規程（平成18年沖縄県企業局管理規程第６号）の一部を次のように改正す

る。

「 「
別図中 建設計画課長 を 建設課長 に改める。

」 」
別表第１中

「
５ 省エネルギー推進中央会議の庶務に関すること。

建設計画課 １ 建築物を含む水道施設の新設及び改良（小規模な事業を除く。）に係る省
エネルギー措置に関すること。 を

２ 建築物を含む工業用水道施設の新設（小規模な事業を除く。）及び改良
（小規模な事業を除く。）に係る省エネルギー措置に関すること。

３ 水道施設及び工業用水道施設の基本計画策定時に係る省エネルギー措置に
関すること。

」

「
５ 省エネルギー推進中央会議の庶務に関すること。
６ 水道施設及び工業用水道施設の基本計画策定時に係る省エネルギー措置に

関すること。
に

建設課 １ 建築物を含む水道施設の新設及び改良（小規模な事業を除く。）に係る省
エネルギー措置に関すること。

２ 建築物を含む工業用水道施設の新設（小規模な事業を除く。）及び改良
（小規模な事業を除く。）に係る省エネルギー措置に関すること。

」

改める。

別表第２中「建設計画課長」を「建設課長」に改める。

別表第３中「配水管理課施設班長」を「配水管理課配水班長」に、「配水管理課配水班長」を「配水管理

課計画班長」に、「建設計画課計画班長」を「建設課建設第１班長」に改める。

附 則

この規程は、平成29年４月１日から施行する。

沖縄県企業局管理規程第12号

沖縄県企業局標準的な職を定める規程の一部を改正する規程を次のように定める。

平成29年３月31日

沖縄県公営企業管理者

企業局長 町 田 優

沖縄県企業局標準的な職を定める規程の一部を改正する規程

沖縄県企業局標準的な職を定める規程（平成28年沖縄県企業局管理規程第２号）の一部を次のように改正

する。

本則の表中「計画調整監」を「建設調整監」に改める。

附 則

この規程は、平成29年４月１日から施行する。

沖縄県企業局訓令第３号

沖縄県企業職員懲戒審査委員会規程の一部を改正する訓令を次のように定める。

平成29年３月31日

沖縄県公営企業管理者

企業局長 町 田 優

沖縄県企業職員懲戒審査委員会規程の一部を改正する訓令

沖縄県企業職員懲戒審査委員会規程（昭和51年沖縄県企業局訓令第１号）の一部を次のように改正する。

題名を次のように改める。

沖縄県企業職員分限懲戒審査委員会規程

第１条中「職員という。）の」の次に「分限（沖縄県企業局職員安全衛生管理規程（昭和60年沖縄県企業

局管理規程第４号）第５章に規定する健康管理審査会の審議に係る分限を除く。以下同じ。）及び」を加

え、「沖縄県企業職員懲戒審査委員会」を「沖縄県企業職員分限懲戒審査委員会」に改める。

第２条第３項第５号中「建設計画課長」を「建設課長」に改める。

第３条第１項中「出先機関の長」の次に「（以下「所属長」という。）」を加え、「懲戒」を「分限及び

懲戒」に、「 証 憑」を「その事実に係る書類」に、「管理者」を「沖縄県公営企業管理者（以下「管理
しようひよう

者」という。）」に改め、同条第２項中「懲戒」を「分限及び懲戒」に改める。

第６条中「委員は」を「委員長及び委員は」に改める。

附 則

この訓令は、平成29年４月１日から施行する。
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沖縄県企業局訓令第３号

沖縄県企業職員懲戒審査委員会規程の一部を改正する訓令を次のように定める。

平成29年３月31日

沖縄県公営企業管理者

企業局長 町 田 優

沖縄県企業職員懲戒審査委員会規程の一部を改正する訓令

沖縄県企業職員懲戒審査委員会規程（昭和51年沖縄県企業局訓令第１号）の一部を次のように改正する。

題名を次のように改める。

沖縄県企業職員分限懲戒審査委員会規程

第１条中「職員という。）の」の次に「分限（沖縄県企業局職員安全衛生管理規程（昭和60年沖縄県企業

局管理規程第４号）第５章に規定する健康管理審査会の審議に係る分限を除く。以下同じ。）及び」を加

え、「沖縄県企業職員懲戒審査委員会」を「沖縄県企業職員分限懲戒審査委員会」に改める。

第２条第３項第５号中「建設計画課長」を「建設課長」に改める。

第３条第１項中「出先機関の長」の次に「（以下「所属長」という。）」を加え、「懲戒」を「分限及び

懲戒」に、「 証 憑」を「その事実に係る書類」に、「管理者」を「沖縄県公営企業管理者（以下「管理
しようひよう

者」という。）」に改め、同条第２項中「懲戒」を「分限及び懲戒」に改める。

第６条中「委員は」を「委員長及び委員は」に改める。

附 則

この訓令は、平成29年４月１日から施行する。

案

沖縄県企業局訓令第４号

非常勤職員の職の設置、給与、勤務条件等に関する規程の一部を改正する訓令を次のように定める。

平成29年３月31日

沖縄県公営企業管理者

企業局長 町 田 優

非常勤職員の職の設置、給与、勤務条件等に関する規程の一部を改正する訓令

非常勤職員の職の設置、給与、勤務条件等に関する規程（平成８年沖縄県企業局訓令第３号）の一部を次

のように改正する。

第17条第４号中「子（配偶者の子を含む。以下同じ。）」を「子（配偶者の子並びに民法（明治29年法

律第89号）第817条の２第１項の規定により職員が当該職員との間における同項に規定する特別養子縁組

の成立について家庭裁判所に請求した者（当該請求に係る家事審判事件が裁判所に係属している場合に限

る。）であって、当該職員が現に監護するもの、児童福祉法（昭和22年法律第164号）第27条第１項第３

号の規定により同法第６条の４第２号に規定する養子縁組里親である職員に委託されている児童及び沖縄

県職員の育児休業等に関する条例（平成４年沖縄県条例第６号）第２条の２に規定する者を含む。以下こ

の号において同じ。）」に改め、同条第５号中「10日）」の次に「の範囲内で必要と認める日又は時間」

を加え、同号ア中「子」の次に「（配偶者の子を含む。以下同じ。）」を加え、同条中第10号を第12号と

し、同条第９号中「骨髄液の」を「骨髄若しくは末 梢 血幹細胞移植のための末梢血幹細胞の」に、「又は
しよう

骨髄移植のため」を「又は」に、「骨髄液を」を「、骨髄移植のため骨髄若しくは末梢血幹細胞移植のため

末梢血幹細胞を」に改め、同号を同条第11号とし、同条中第８号を第10号とし、第７号を第９号とし、第

６号を第８号とし、第５号の次に次の２号を加える。

⑹ 次のいずれにも該当する非常勤職員が、要介護状態にある対象家族の介護をするため、非常勤職員

の申出に基づき、当該介護を必要とする者ごとに、３回を超えず、かつ、通算して93日を超えない範囲

内で指定する期間（以下「指定期間」という。）内において勤務しないことが相当であると認められる

場合 指定期間内において必要と認められる期間（以下「介護休暇」という。）

ア １週間の勤務日が３日以上とされているもの又は週以外の期間によって勤務日が定められている非

常勤職員で１年間の勤務日が121日以上であるもの

イ 任命権者を同じくする職（以下「特定職」という。）に引き続き在職した期間が１年以上であるも

の

ウ 指定期間の初日から起算して93日を経過する日から６月を経過する日までに、その任期（任期が更

新される場合にあっては、更新後のもの）が満了すること及び特定職に引き続き採用されないことが

明らかでないもの

⑺ 次のいずれにも該当する非常勤職員が、要介護状態にある対象家族の介護をするため、当該介護を

必要とする者ごとに、連続する３年の期間（当該介護を必要とする者に係る指定期間と重複する期間を

除く。）内において１日の勤務時間の一部につき勤務しないことが相当であると認められる場合 当該

連続する３年の期間内において１日につき２時間（当該非常勤職員について１日につき定められた勤務

時間から５時間45分を減じた時間が２時間を下回る場合は、当該減じた時間）を超えない範囲内で必要

と認められる期間（以下「介護時間」という。）

ア １週間の勤務日が３日以上とされているもの又は週以外の期間によって勤務日が定められている非

常勤職員で１年間の勤務日が121日以上であるもの

イ １日につき定められた勤務時間が６時間15分以内である勤務日が定められているもの

ウ 特定職に引き続き在職した期間が１年以上であるもの

第17条に次の１項を加える。

２ 前項第６号の介護休暇及び同項第７号の介護時間の休暇の単位は、次に掲げる単位とする。

⑴ 介護休暇 １日又は１時間（１時間を単位とする介護休暇は、１日を通じ、始業の時刻から連続し、

又は終業の時刻まで連続した４時間（当該介護休暇と介護を必要とする者を異にする介護時間の承認を

受けて勤務しない時間がある日については、当該４時間から当該介護時間の承認を受けて勤務しない時

間を減じた時間）の範囲内の時間）

⑵ 介護時間 30分（１日を通じ、始業の時刻から連続し、又は終業の時刻まで連続した２時間（前項第

７号に規定する減じた時間が２時間を下回る場合にあっては、当該減じた時間）の範囲内（沖縄県職員
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案

沖縄県企業局訓令第４号

非常勤職員の職の設置、給与、勤務条件等に関する規程の一部を改正する訓令を次のように定める。

平成29年３月31日

沖縄県公営企業管理者

企業局長 町 田 優

非常勤職員の職の設置、給与、勤務条件等に関する規程の一部を改正する訓令

非常勤職員の職の設置、給与、勤務条件等に関する規程（平成８年沖縄県企業局訓令第３号）の一部を次

のように改正する。

第17条第４号中「子（配偶者の子を含む。以下同じ。）」を「子（配偶者の子並びに民法（明治29年法

律第89号）第817条の２第１項の規定により職員が当該職員との間における同項に規定する特別養子縁組

の成立について家庭裁判所に請求した者（当該請求に係る家事審判事件が裁判所に係属している場合に限

る。）であって、当該職員が現に監護するもの、児童福祉法（昭和22年法律第164号）第27条第１項第３

号の規定により同法第６条の４第２号に規定する養子縁組里親である職員に委託されている児童及び沖縄

県職員の育児休業等に関する条例（平成４年沖縄県条例第６号）第２条の２に規定する者を含む。以下こ

の号において同じ。）」に改め、同条第５号中「10日）」の次に「の範囲内で必要と認める日又は時間」

を加え、同号ア中「子」の次に「（配偶者の子を含む。以下同じ。）」を加え、同条中第10号を第12号と

し、同条第９号中「骨髄液の」を「骨髄若しくは末 梢 血幹細胞移植のための末梢血幹細胞の」に、「又は
しよう

骨髄移植のため」を「又は」に、「骨髄液を」を「、骨髄移植のため骨髄若しくは末梢血幹細胞移植のため

末梢血幹細胞を」に改め、同号を同条第11号とし、同条中第８号を第10号とし、第７号を第９号とし、第

６号を第８号とし、第５号の次に次の２号を加える。

⑹ 次のいずれにも該当する非常勤職員が、要介護状態にある対象家族の介護をするため、非常勤職員

の申出に基づき、当該介護を必要とする者ごとに、３回を超えず、かつ、通算して93日を超えない範囲

内で指定する期間（以下「指定期間」という。）内において勤務しないことが相当であると認められる

場合 指定期間内において必要と認められる期間（以下「介護休暇」という。）

ア １週間の勤務日が３日以上とされているもの又は週以外の期間によって勤務日が定められている非

常勤職員で１年間の勤務日が121日以上であるもの

イ 任命権者を同じくする職（以下「特定職」という。）に引き続き在職した期間が１年以上であるも

の

ウ 指定期間の初日から起算して93日を経過する日から６月を経過する日までに、その任期（任期が更

新される場合にあっては、更新後のもの）が満了すること及び特定職に引き続き採用されないことが

明らかでないもの

⑺ 次のいずれにも該当する非常勤職員が、要介護状態にある対象家族の介護をするため、当該介護を

必要とする者ごとに、連続する３年の期間（当該介護を必要とする者に係る指定期間と重複する期間を

除く。）内において１日の勤務時間の一部につき勤務しないことが相当であると認められる場合 当該

連続する３年の期間内において１日につき２時間（当該非常勤職員について１日につき定められた勤務

時間から５時間45分を減じた時間が２時間を下回る場合は、当該減じた時間）を超えない範囲内で必要

と認められる期間（以下「介護時間」という。）

ア １週間の勤務日が３日以上とされているもの又は週以外の期間によって勤務日が定められている非

常勤職員で１年間の勤務日が121日以上であるもの

イ １日につき定められた勤務時間が６時間15分以内である勤務日が定められているもの

ウ 特定職に引き続き在職した期間が１年以上であるもの

第17条に次の１項を加える。

２ 前項第６号の介護休暇及び同項第７号の介護時間の休暇の単位は、次に掲げる単位とする。

⑴ 介護休暇 １日又は１時間（１時間を単位とする介護休暇は、１日を通じ、始業の時刻から連続し、

又は終業の時刻まで連続した４時間（当該介護休暇と介護を必要とする者を異にする介護時間の承認を

受けて勤務しない時間がある日については、当該４時間から当該介護時間の承認を受けて勤務しない時

間を減じた時間）の範囲内の時間）

⑵ 介護時間 30分（１日を通じ、始業の時刻から連続し、又は終業の時刻まで連続した２時間（前項第

７号に規定する減じた時間が２時間を下回る場合にあっては、当該減じた時間）の範囲内（沖縄県職員

の育児休業等に関する条例第27条第３項の規定による部分休業の承認を受けて勤務しない時間がある日

については、当該連続した２時間から当該部分休業の承認を受けて勤務しない時間を減じた時間の範囲

内）の時間）

別表第１中「900円」を「910円」に、「990円」を「1,000円」に、「1,170円」を「1,180円」に、「1,06

0円」を「1,070円」に改める。

附 則

この訓令は、平成29年４月１日から施行する。

沖縄県企業局訓令第５号

企 業 局

沖縄県企業局危機管理委員会設置規程の一部を改正する訓令を次のように定める。

平成29年３月31日

沖縄県公営企業管理者

企業局長 町 田 優

沖縄県企業局危機管理委員会設置規程の一部を改正する訓令

沖縄県企業局危機管理委員会設置規程（平成26年沖縄県企業局訓令第４号）の一部を次のように改正す

る。

別表第１中「建設計画課長」を「建設課長」に改める。

附 則

この訓令は、平成29年４月１日から施行する。

沖縄県企業局訓令第６号

沖縄県企業局標準職務遂行能力を定める規程の一部を改正する訓令を次のように定める。

平成29年３月31日

沖縄県公営企業管理者

企業局長 町 田 優

沖縄県企業局標準職務遂行能力を定める規程の一部を改正する訓令

沖縄県企業局標準職務遂行能力を定める規程（平成28年沖縄県企業局訓令第４号）の一部を次のように改

正する。

「
第３条の表中 ５ 人材育成 部下の指導、育成を行うことができる。 を

」

「
５ 人材育成・組 部下が能力を最大限発揮できるよう、適切な指導・育成

織活性化 を行うとともに、仕事と生活の調和や多様な働き方を推
に改める。進しつつ、業務効率化に向けた取組を行うことができ

る。

」

附 則

この訓令は、平成29年４月１日から施行する。

（案）

沖縄県企業局訓令第７号

沖縄県企業局職員の人事評価実施規程の一部を改正する訓令を次のように定める。

平成29年３月31日

沖縄県公営企業管理者

企業局長 町 田 優

沖縄県企業局職員の人事評価実施規程の一部を改正する訓令

沖縄県企業局職員の人事評価実施規程（平成28年沖縄県企業局訓令第５号）の一部を次のように改正す

る。

別表第１中「第３条、第７条」を「第７条」に、「計画調整監」を「建設調整監」に改める。

別表第２中

「
５ 人材育成 部下の指導・育成を行う。 を

」

「
５ 人材育成・ 部下が能力を最大限発揮できるよう、適切な指導・育成を行うととも

組織活性化 に、仕事と生活の調和や多様な働き方を推進しつつ、業務効率化に向 に改める。
けた取組を行う。

」

附 則

この訓令は、平成29年４月１日から施行する。
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（案）

沖縄県企業局訓令第７号

沖縄県企業局職員の人事評価実施規程の一部を改正する訓令を次のように定める。

平成29年３月31日

沖縄県公営企業管理者

企業局長 町 田 優

沖縄県企業局職員の人事評価実施規程の一部を改正する訓令

沖縄県企業局職員の人事評価実施規程（平成28年沖縄県企業局訓令第５号）の一部を次のように改正す

る。

別表第１中「第３条、第７条」を「第７条」に、「計画調整監」を「建設調整監」に改める。

別表第２中

「
５ 人材育成 部下の指導・育成を行う。 を

」

「
５ 人材育成・ 部下が能力を最大限発揮できるよう、適切な指導・育成を行うととも

組織活性化 に、仕事と生活の調和や多様な働き方を推進しつつ、業務効率化に向 に改める。
けた取組を行う。

」

附 則

この訓令は、平成29年４月１日から施行する。

病 院 事 業 局 事 項
沖縄県病院事業の設置等に関する条例施行規程の一部を改正する規程

沖縄県病院事業局管理規程第３号

沖縄県病院事業の設置等に関する条例施行規程の一部を改正する規程を次のように定める。

平成29年３月31日

沖縄県病院事業管理者

病院事業局長 伊 江 朝 次

沖縄県病院事業の設置等に関する条例施行規程の一部を改正する規程

沖縄県病院事業の設置等に関する条例施行規程（平成18年沖縄県病院事業局管理規程第１号）の一部を次

のように改正する。

別表第３沖縄県立南部医療センター・こども医療センターの項中「小児循環器内科」を「乳腺外科 小児

循環器内科」に改める。

附 則

この規程は、平成29年４月１日から施行する。

沖縄県病院事業局管理規程第４号

沖縄県病院事業局組織規程の一部を改正する規程を次のように定める。

平成29年３月31日

沖縄県病院事業管理者

病院事業局長 伊 江 朝 次

沖縄県病院事業局組織規程の一部を改正する規程

沖縄県病院事業局組織規程（平成18年沖縄県病院事業局管理規程第５号）の一部を次のように改正する。

第６条第１項の表沖縄県立北部病院の項中「地域診療科」を「臨床工学科 地域診療科」に改め、同表沖

縄県立中部病院の項中「地域診療科」を「臨床工学科 地域診療科」に改め、同表沖縄県立南部医療セン

ター・こども医療センターの項中「小児外科」を「乳腺外科 小児外科」に、「地域診療科」を「臨床工学

科 地域診療科」に改め、同表沖縄県立宮古病院の項中「地域診療科」を「臨床工学科 地域診療科」に改

め、同表沖縄県立八重山病院の項中「地域診療科」を「臨床工学科 地域診療科」に改める。

第７条第１項の表医療部の項中

「
リハビリテーショ 患者のリハビリテーションの実施に関すること。
ン室 を

」
「

リハビリテーショ 患者のリハビリテーションの実施に関すること。
ン室

に改

臨床工学科 医療機器の保守、管理及び操作に関すること。
」

める。
附 則

この規程は、平成29年４月１日から施行する。
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沖縄県病院事業局管理規程第４号

沖縄県病院事業局組織規程の一部を改正する規程を次のように定める。

平成29年３月31日

沖縄県病院事業管理者

病院事業局長 伊 江 朝 次

沖縄県病院事業局組織規程の一部を改正する規程

沖縄県病院事業局組織規程（平成18年沖縄県病院事業局管理規程第５号）の一部を次のように改正する。

第６条第１項の表沖縄県立北部病院の項中「地域診療科」を「臨床工学科 地域診療科」に改め、同表沖

縄県立中部病院の項中「地域診療科」を「臨床工学科 地域診療科」に改め、同表沖縄県立南部医療セン

ター・こども医療センターの項中「小児外科」を「乳腺外科 小児外科」に、「地域診療科」を「臨床工学

科 地域診療科」に改め、同表沖縄県立宮古病院の項中「地域診療科」を「臨床工学科 地域診療科」に改

め、同表沖縄県立八重山病院の項中「地域診療科」を「臨床工学科 地域診療科」に改める。

第７条第１項の表医療部の項中

「
リハビリテーショ 患者のリハビリテーションの実施に関すること。
ン室 を

」
「

リハビリテーショ 患者のリハビリテーションの実施に関すること。
ン室

に改

臨床工学科 医療機器の保守、管理及び操作に関すること。
」

める。
附 則

この規程は、平成29年４月１日から施行する。

○沖縄県病院事業局職員就業規程の一部を改正する規程

沖縄県病院事業局管理規程第５号

沖縄県病院事業局職員就業規程の一部を改正する規程を次のように定める。

平成29年３月31日

沖縄県病院事業管理者

病院事業局長 伊 江 朝 次

沖縄県病院事業局職員就業規程の一部を改正する規程

沖縄県病院事業局職員就業規程（平成18年沖縄県病院事業局管理規程第11号）の一部を次のように改正す

る。

第５条第３項第３号中「第22条」を「第20条第19号」に改める。

第８条第１項中「その子」の次に「（民法（明治29年法律第89号）第817条の２第１項の規定により職

員が当該職員との間における同項に規定する特別養子縁組の成立について家庭裁判所に請求した者（当該

請求に係る家事審判事件が裁判所に係属している場合に限る。）であって、当該職員が現に監護するも

の、児童福祉法（昭和22年法律第164号）第27条第１項第３号の規定により同法第６条の４第２号に規定

する養子縁組里親である職員に委託されている児童及び沖縄県職員の育児休業等に関する条例（平成４年

沖縄県条例第６号）第２条の２に規定する者を含む。以下この項、次条、第19条第２号、第20条第13号及

び第14号、第24条第１項並びに第25条において同じ。）」を加え、同項第２号中「（昭和22年法律第164

号）」を削り、同条第３項中「その子」の次に「（民法（明治29年法律第89号）第817条の２第１項の規

定により職員が当該職員との間における同項に規定する特別養子縁組の成立について家庭裁判所に請求し

た者（当該請求に係る家事審判事件が裁判所に係属している場合に限る。）であって、当該職員が現に監

護するもの、児童福祉法（昭和22年法律第164号）第27条第１項第３号の規定により同法第６条の４第２

号に規定する養子縁組里親である職員に委託されている児童及び沖縄県職員の育児休業等に関する条例

（平成４年沖縄県条例第６号）第２条の２に規定する者を含む。以下この項、次条、第19条第２号、第20

条第13号及び第14号、第24条第１項並びに第25条において同じ。）」を加え、「第22条に規定する日常生

活を営むのに支障がある者（以下この項において「要介護者」という。）」を「要介護者」に改める。

第９条第５項中「第１項及び第３項の」を「第１項から第３項までの」に、「第１項及び第３項中」を

「、第１項中」に改め、「養育」と」の次に「あり、第２項中「３歳に満たない子のある職員が当該子を養

育」とあり、及び第３項中「小学校就学の始期に達するまでの子のある職員が、当該子を養育」を、「介

護」と」の次に「、第２項中「当該請求をした職員の業務を処理するための措置を講ずることが著しく困難

である」とあるのは「公務の運営に支障がある」と」を加える。

第12条第４項中「第22条に規定する休暇」の次に「並びに第23条に規定する介護時間」を加える。

第20条第19号中「ウからオまで」を「エ及びオ」に改める。

第22条第２項中「前項に規定する要介護状態にある対象家族の」を「要介護状態にある対象家族の各々が

前項に規定する」に、「連続する６月の期間内」を「３回を超えず、かつ、通算して６月を超えない範囲内

で局長が指定する期間（以下「指定期間」という。）内」に改め、同条第４項中「４時間」の次に「（当該

介護休暇と要介護者を異にする介護時間の承認を受けて勤務しない時間がある日については、当該４時間か

ら当該介護時間の承認を受けて勤務しない時間を減じた時間）」を加える。

第23条を次のように改める。

（介護時間）

第23条 職員が要介護状態にある対象家族の介護をするため、１日の勤務時間の一部について勤務しないこ

とにつき休暇を請求した場合は、介護時間を与えることができる。

２ 介護時間の時間は、要介護状態にある対象家族の各々が前項に規定する介護を必要とする一の継続する

状態ごとに、連続する３年の期間（当該要介護状態にある対象家族に係る指定期間と重複する期間を除

く。）内において１日につき２時間を超えない範囲内で必要と認められる時間とする。

３ 介護時間の単位は、30分とする。

４ 介護時間は、１日を通じ、始業の時刻から連続し、又は終業の時刻まで連続した２時間（第20条第８号

の規定による特別休暇の承認を受けて勤務しない時間がある日については、当該連続した２時間から当該

特別休暇の承認を受けて勤務しない時間を減じた時間）の範囲内とする。
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○沖縄県病院事業局職員就業規程の一部を改正する規程

沖縄県病院事業局管理規程第５号

沖縄県病院事業局職員就業規程の一部を改正する規程を次のように定める。

平成29年３月31日

沖縄県病院事業管理者

病院事業局長 伊 江 朝 次

沖縄県病院事業局職員就業規程の一部を改正する規程

沖縄県病院事業局職員就業規程（平成18年沖縄県病院事業局管理規程第11号）の一部を次のように改正す

る。

第５条第３項第３号中「第22条」を「第20条第19号」に改める。

第８条第１項中「その子」の次に「（民法（明治29年法律第89号）第817条の２第１項の規定により職

員が当該職員との間における同項に規定する特別養子縁組の成立について家庭裁判所に請求した者（当該

請求に係る家事審判事件が裁判所に係属している場合に限る。）であって、当該職員が現に監護するも

の、児童福祉法（昭和22年法律第164号）第27条第１項第３号の規定により同法第６条の４第２号に規定

する養子縁組里親である職員に委託されている児童及び沖縄県職員の育児休業等に関する条例（平成４年

沖縄県条例第６号）第２条の２に規定する者を含む。以下この項、次条、第19条第２号、第20条第13号及

び第14号、第24条第１項並びに第25条において同じ。）」を加え、同項第２号中「（昭和22年法律第164

号）」を削り、同条第３項中「その子」の次に「（民法（明治29年法律第89号）第817条の２第１項の規

定により職員が当該職員との間における同項に規定する特別養子縁組の成立について家庭裁判所に請求し

た者（当該請求に係る家事審判事件が裁判所に係属している場合に限る。）であって、当該職員が現に監

護するもの、児童福祉法（昭和22年法律第164号）第27条第１項第３号の規定により同法第６条の４第２

号に規定する養子縁組里親である職員に委託されている児童及び沖縄県職員の育児休業等に関する条例

（平成４年沖縄県条例第６号）第２条の２に規定する者を含む。以下この項、次条、第19条第２号、第20

条第13号及び第14号、第24条第１項並びに第25条において同じ。）」を加え、「第22条に規定する日常生

活を営むのに支障がある者（以下この項において「要介護者」という。）」を「要介護者」に改める。

第９条第５項中「第１項及び第３項の」を「第１項から第３項までの」に、「第１項及び第３項中」を

「、第１項中」に改め、「養育」と」の次に「あり、第２項中「３歳に満たない子のある職員が当該子を養

育」とあり、及び第３項中「小学校就学の始期に達するまでの子のある職員が、当該子を養育」を、「介

護」と」の次に「、第２項中「当該請求をした職員の業務を処理するための措置を講ずることが著しく困難

である」とあるのは「公務の運営に支障がある」と」を加える。

第12条第４項中「第22条に規定する休暇」の次に「並びに第23条に規定する介護時間」を加える。

第20条第19号中「ウからオまで」を「エ及びオ」に改める。

第22条第２項中「前項に規定する要介護状態にある対象家族の」を「要介護状態にある対象家族の各々が

前項に規定する」に、「連続する６月の期間内」を「３回を超えず、かつ、通算して６月を超えない範囲内

で局長が指定する期間（以下「指定期間」という。）内」に改め、同条第４項中「４時間」の次に「（当該

介護休暇と要介護者を異にする介護時間の承認を受けて勤務しない時間がある日については、当該４時間か

ら当該介護時間の承認を受けて勤務しない時間を減じた時間）」を加える。

第23条を次のように改める。

（介護時間）

第23条 職員が要介護状態にある対象家族の介護をするため、１日の勤務時間の一部について勤務しないこ

とにつき休暇を請求した場合は、介護時間を与えることができる。

２ 介護時間の時間は、要介護状態にある対象家族の各々が前項に規定する介護を必要とする一の継続する

状態ごとに、連続する３年の期間（当該要介護状態にある対象家族に係る指定期間と重複する期間を除

く。）内において１日につき２時間を超えない範囲内で必要と認められる時間とする。

３ 介護時間の単位は、30分とする。

４ 介護時間は、１日を通じ、始業の時刻から連続し、又は終業の時刻まで連続した２時間（第20条第８号

の規定による特別休暇の承認を受けて勤務しない時間がある日については、当該連続した２時間から当該

特別休暇の承認を受けて勤務しない時間を減じた時間）の範囲内とする。

第24条第３項中「を承認されている」を「又は前条の規定による介護時間の承認を受けて勤務しない」

に、「当該特別休暇の」を「当該特別休暇又は当該介護時間の承認を受けて勤務しない」に改める。

第27条中「（平成４年沖縄県条例第６号）」を削る。

附 則

（施行期日）

１ この規程は、平成29年４月１日から施行する。

（経過措置）

２ この規程による改正前の沖縄県病院事業局職員就業規程第22条の規定により介護休暇の承認を受けた職

員であって、この規程の施行の日（以下「施行日」という。）において当該介護休暇の初日（以下この項

において単に「初日」という。）から起算して６月を経過していないものの当該介護休暇に係る改正後の

第22条第２項に規定する指定期間については、局長は、初日から当該職員の申出に基づく施行日以後の日

（初日から起算して６月を経過する日までの日に限る。）までの期間を指定するものとする。

○沖縄県病院事業局職員服務規程の一部を改正する規程

沖縄県病院事業局管理規程第６号

沖縄県病院事業局職員服務規程の一部を改正する規程を次のように定める。

平成29年３月31日

沖縄県病院事業管理者

病院事業局長 伊 江 朝 次

沖縄県病院事業局職員服務規程の一部を改正する規程

沖縄県病院事業局職員服務規程（平成18年沖縄県病院事業局管理規程第12号）の一部を次のように改正す

る。

第４条の次に次の１条を加える。

（職員カード）

第４条の２ 職員であることを明らかにし、公務の適切な執行を図るため、職員（県立病院課長が定める職

員を除く。以下この条において同じ。）に対し、職員番号その他の情報を電磁的方法（電子的方法、電磁

的方法その他の人の知覚によって認識することができない方法をいう。）により記録することができる身

分証明書（以下「職員カード」という。）を発行する。

２ 職員は、職務の執行に当たり必要があるときは、職員カードを提示しなければならない。

３ 職員カードの有効期限は、発行の日から起算して10年とする。

４ 職員は、職員カードを他人に貸与し、又は譲渡してはならない。

５ 職員は、職員カードの有効期限が到来し、又は氏名の変更があったときは、県立病院課長が別に定める

ところによりその旨を届け出て、新たな職員カードの発行を受けなければならない。

６ 職員は、職員カードを損傷し、又は紛失したときは、速やかに県立病院課長が別に定めるところにより

その旨を届け出て、職員カードの再発行を受けなければならない。

７ 前項の規定による職員カードの再発行に要する費用は、職員カードの再発行を受ける職員の負担とす

る。ただし、職員カードを損傷し、又は紛失した理由がやむを得ないと認められる場合は、この限りでな

い。

８ 職員は、次の各号のいずれかに該当するときは、速やかに県立病院課長が別に定めるところにより職員

カード（第４号の場合にあっては、発見した職員カード）を返納しなければならない。

⑴ 退職その他の理由により職員の身分を失ったとき。

⑵ 第５項の規定により新たな職員カードの発行を受けるとき。

⑶ 職員カードを損傷し、第６項の規定により職員カードの再発行を受けるとき。

⑷ 第６項の規定により職員カードの再発行を受けた後、紛失した職員カードを発見したとき。

９ 職員カードの発行に関する事務は、県立病院課で処理するものとする。

第７条第１項中「続柄」を「続柄等」に改め、同条第２項中「第３条第４号」を「第３条第５号」に改め

る。

第９条の２第１項及び第10条第１項中「続柄」を「続柄等」に改める。

第18条の次に次の１条を加える。

（介護時間の承認）

第18条の２ 介護時間を受けようとする職員は、介護時間簿（第21号様式の２）によりあらかじめ所属長に

請求し、その承認を受けなければならない。

２ 所属長は、就業規程第23条第１項の規定に基づき、職員が介護時間を受けようとするときは、これを承

認しなければならない。ただし、当該請求に係る期間のうち公務の運営に支障がある日又は時間について

は、この限りでない。

第５号様式中「続柄」を「続柄等」に、「期間」を「請求期間」に改める。

第６号様式中「職員との続柄」を「職員との続柄等」に改め、同様式（裏）注１中「育児休業承認請求

書」の次に「又は育児短時間勤務承認請求書」を加え、同様式（裏）注２中「請求者の育児休業請求期間」

を「「育児休業又は育児短時間勤務請求期間」欄」に改め、「育児休業承認請求書」の次に「又は育児短時

間勤務承認請求書」を加え、同様式（裏）注４中「１ 育児休業の承認の請求に係る子」を「子の氏名」に

改める。

第７号様式及び第８号様式中「職員との続柄」を「職員との続柄等」に改める。

平成29年３月31日　金曜日 公　　　　報 （号外第６号）
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○沖縄県病院事業局職員服務規程の一部を改正する規程

沖縄県病院事業局管理規程第６号

沖縄県病院事業局職員服務規程の一部を改正する規程を次のように定める。

平成29年３月31日

沖縄県病院事業管理者

病院事業局長 伊 江 朝 次

沖縄県病院事業局職員服務規程の一部を改正する規程

沖縄県病院事業局職員服務規程（平成18年沖縄県病院事業局管理規程第12号）の一部を次のように改正す

る。

第４条の次に次の１条を加える。

（職員カード）

第４条の２ 職員であることを明らかにし、公務の適切な執行を図るため、職員（県立病院課長が定める職

員を除く。以下この条において同じ。）に対し、職員番号その他の情報を電磁的方法（電子的方法、電磁

的方法その他の人の知覚によって認識することができない方法をいう。）により記録することができる身

分証明書（以下「職員カード」という。）を発行する。

２ 職員は、職務の執行に当たり必要があるときは、職員カードを提示しなければならない。

３ 職員カードの有効期限は、発行の日から起算して10年とする。

４ 職員は、職員カードを他人に貸与し、又は譲渡してはならない。

５ 職員は、職員カードの有効期限が到来し、又は氏名の変更があったときは、県立病院課長が別に定める

ところによりその旨を届け出て、新たな職員カードの発行を受けなければならない。

６ 職員は、職員カードを損傷し、又は紛失したときは、速やかに県立病院課長が別に定めるところにより

その旨を届け出て、職員カードの再発行を受けなければならない。

７ 前項の規定による職員カードの再発行に要する費用は、職員カードの再発行を受ける職員の負担とす

る。ただし、職員カードを損傷し、又は紛失した理由がやむを得ないと認められる場合は、この限りでな

い。

８ 職員は、次の各号のいずれかに該当するときは、速やかに県立病院課長が別に定めるところにより職員

カード（第４号の場合にあっては、発見した職員カード）を返納しなければならない。

⑴ 退職その他の理由により職員の身分を失ったとき。

⑵ 第５項の規定により新たな職員カードの発行を受けるとき。

⑶ 職員カードを損傷し、第６項の規定により職員カードの再発行を受けるとき。

⑷ 第６項の規定により職員カードの再発行を受けた後、紛失した職員カードを発見したとき。

９ 職員カードの発行に関する事務は、県立病院課で処理するものとする。

第７条第１項中「続柄」を「続柄等」に改め、同条第２項中「第３条第４号」を「第３条第５号」に改め

る。

第９条の２第１項及び第10条第１項中「続柄」を「続柄等」に改める。

第18条の次に次の１条を加える。

（介護時間の承認）

第18条の２ 介護時間を受けようとする職員は、介護時間簿（第21号様式の２）によりあらかじめ所属長に

請求し、その承認を受けなければならない。

２ 所属長は、就業規程第23条第１項の規定に基づき、職員が介護時間を受けようとするときは、これを承

認しなければならない。ただし、当該請求に係る期間のうち公務の運営に支障がある日又は時間について

は、この限りでない。

第５号様式中「続柄」を「続柄等」に、「期間」を「請求期間」に改める。

第６号様式中「職員との続柄」を「職員との続柄等」に改め、同様式（裏）注１中「育児休業承認請求

書」の次に「又は育児短時間勤務承認請求書」を加え、同様式（裏）注２中「請求者の育児休業請求期間」

を「「育児休業又は育児短時間勤務請求期間」欄」に改め、「育児休業承認請求書」の次に「又は育児短時

間勤務承認請求書」を加え、同様式（裏）注４中「１ 育児休業の承認の請求に係る子」を「子の氏名」に

改める。

第７号様式及び第８号様式中「職員との続柄」を「職員との続柄等」に改める。

第８号様式の２中「続柄」を「続柄等」に改め、同様式注１中「続柄」を「続柄等」に改める。

第９号様式（表面）及び第10号様式中「職員との続柄」を「職員との続柄等」に改める。

第14号様式の３中「５に記入）」を「５に記入）（□再度の延長）」に改め、

「
（ ）

を

（ ）
」

「
（ ）

（ ） に、

（ ）
」

「
外国滞在事由の継続
する期間 を
（所在地） （ ）

」

「
外国滞在事由の継続
する期間 年 月 日から 年 月 日まで に、

」

「

年 月 日から 年 月 日まで を

」

「
年 月 日から 年 月 日まで

うち、期間の再度の延長の場合における に 改
当初の配偶者同行休業の期間 年 月 日まで

」

め、同様式注第４項を同様式注第５項とし、同様式注第３項中「期間を」の次に「初めて」を加え、同項を

同様式注第４項とし、同様式注第２項を同様式注第３項とし、同様式注第１項の次に次のように加える。

２ 期間の再度の延長を請求する場合には、「２ 申請に係る配偶者」欄の「外国滞在事由」欄の最上

欄の括弧内に、当該延長が必要な事情を記入すること。

第15号様式（裏）注第２項第１号中「業務内容」を「事業内容」に改める。

第21号様式を次のように改める。
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第８号様式の２中「続柄」を「続柄等」に改め、同様式注１中「続柄」を「続柄等」に改める。

第９号様式（表面）及び第10号様式中「職員との続柄」を「職員との続柄等」に改める。

第14号様式の３中「５に記入）」を「５に記入）（□再度の延長）」に改め、

「
（ ）

を

（ ）
」

「
（ ）

（ ） に、

（ ）
」

「
外国滞在事由の継続
する期間 を
（所在地） （ ）

」

「
外国滞在事由の継続
する期間 年 月 日から 年 月 日まで に、

」

「

年 月 日から 年 月 日まで を

」

「
年 月 日から 年 月 日まで

うち、期間の再度の延長の場合における に 改
当初の配偶者同行休業の期間 年 月 日まで

」

め、同様式注第４項を同様式注第５項とし、同様式注第３項中「期間を」の次に「初めて」を加え、同項を

同様式注第４項とし、同様式注第２項を同様式注第３項とし、同様式注第１項の次に次のように加える。

２ 期間の再度の延長を請求する場合には、「２ 申請に係る配偶者」欄の「外国滞在事由」欄の最上

欄の括弧内に、当該延長が必要な事情を記入すること。

第15号様式（裏）注第２項第１号中「業務内容」を「事業内容」に改める。

第21号様式を次のように改める。

平成29年３月31日　金曜日 公　　　　報 （号外第６号）

22



備
考

備
考

備
考

　
月

　
日

　
年

　
月

　
日

ま
で

　
年

　
月

　
日

ま
で

　
年

　
月

　
日

ま
で

　
月

　
日

（
　

年
　

月
　

日
か

ら
）

（
　

年
　

月
　

日
か

ら
）

　
月

　
日

（
　

年
　

月
　

日
か

ら
）

（
　

年
　

月
　

日
か

ら
）

　
月

　
日

　
年

　
月

　
日

ま
で

　
年

　
月

　
日

ま
で

　
年

　
月

　
日

ま
で

 
後
の
期
間
 

（
　

年
　

月
　

日
か

ら
）

　
月

　
日

（
　

年
　

月
　

日
か

ら
）

 
後
の
期
間
 

 
後
の
期
間
 

　
月

　
日

　
月

　
日

　
年

　
月

　
日

か
ら

第
１

回
第

２
回

第
３

回

延
長
・
短
縮

延
長
・
短
縮

延
長
・
短
縮

指
　

定
　

期
　

間
　

の
　

延
　

長
　

・
　

短
　

縮

　
月

　
日

　
年

　
月

　
日

ま
で

　
年

　
月

　
日

ま
で

　
年

　
月

　
日

ま
で

備
考

備
考

備
考

第
2
1
号

様
式

（
第

1
8
条

関
係

）

指
　

定
　

期
　

間
　

の
　

申
　

出
　

・
　

指
　

定

第
１

回
第

２
回

第
３

回

期
間

期
間

期
間

介
護

が
必

要
と

な
っ

た
時

期

年
　

　
月

　
　

日

請
求

の
期

間
請

求
年

月
日

請
求

者
印

所
属

長
印

請
求

の
期

間
請

求
年

月
日

請
求

者
印

所
属

長
印

請
求

の
期

間

介
　

　
　

護
　

　
　

休
　

　
　

暇
　

　
　

簿
氏

　
　

　
　

名
職

　
　

名

要
介

護
者

に
関

す
る

事
項

氏
　

名
要

介
護

者
の

状
態

及
び

具
体

的
な

介
護

の
内

容

続
　

柄

同
・

別
居

□
同

居
　

　
□

別
居

（
そ

の
１

）

請
求

年
月

日
請

求
者

印
所

属
長

印

請
求

年
月

日
請

求
者

印
所

属
長

印
延

長
・

短
縮

後
の

末
日

延
長

・
短

縮
後

の
末

日
請

求
年

月
日

請
求

者
印

所
属

長
印

延
長

・
短

縮
後

の
末

日
請

求
年

月
日

請
求

者
印

所
属

長
印

　
月

　
日

　
年

　
月

　
日

か
ら

　
年

　
月

　
日

か
ら

平成29年３月31日　金曜日 公　　　　報 （号外第６号）

23



直
接

監
督

者
印

照
合

済
印

備
　

考
給

与
減

額
手

続
出

勤
簿

年
　

　
月

　
　

日
時

　
　

間
日

・
時

間
数

（
そ

の
２

）

介
　

護
　

休
　

暇
　

の
　

請
　

求
　

・
　

承
　

認

請
　

求
　

の
　

期
　

間
請

　
求

年
月

日
請

求
者

印
承

認
の

可
否

所
属

長
印

□
承

認
　

□
不

承
認

年
　

　
月

　
　

日
か

ら
□

毎
日

時
　

分
～

　
時

　
分

日
年

 
月

 
日

年
　

　
月

　
　

日
ま

で
□

そ
の

他
（

　
　

）
時

　
分

～
　

時
　

分
時

□
承

認
　

□
不

承
認

年
　

　
月

　
　

日
か

ら
□

毎
日

時
　

分
～

　
時

　
分

日
年

 
月

 
日

年
　

　
月

　
　

日
ま

で
□

そ
の

他
（

　
　

）
時

　
分

～
　

時
　

分
時

□
承

認
　

□
不

承
認

年
　

　
月

　
　

日
か

ら
□

毎
日

時
　

分
～

　
時

　
分

日
年

 
月

 
日

年
　

　
月

　
　

日
ま

で
□

そ
の

他
（

　
　

）
時

　
分

～
　

時
　

分
時

□
承

認
　

□
不

承
認

年
　

　
月

　
　

日
か

ら
□

毎
日

時
　

分
～

　
時

　
分

日
年

 
月

 
日

年
　

　
月

　
　

日
ま

で
□

そ
の

他
（

　
　

）
時

　
分

～
　

時
　

分
時

□
承

認
　

□
不

承
認

年
　

　
月

　
　

日
か

ら
□

毎
日

時
　

分
～

　
時

　
分

日
年

 
月

 
日

年
　

　
月

　
　

日
ま

で
□

そ
の

他
（

　
　

）
時

　
分

～
　

時
　

分
時

□
承

認
　

□
不

承
認

年
　

　
月

　
　

日
か

ら
□

毎
日

時
　

分
～

　
時

　
分

日
年

 
月

 
日

年
　

　
月

　
　

日
ま

で
□

そ
の

他
（

　
　

）
時

　
分

～
　

時
　

分
時

□
承

認
　

□
不

承
認

年
　

　
月

　
　

日
か

ら
□

毎
日

時
　

分
～

　
時

　
分

日
年

 
月

 
日

年
　

　
月

　
　

日
ま

で
□

そ
の

他
（

　
　

）
時

　
分

～
　

時
　

分
時

□
承

認
　

□
不

承
認

年
　

　
月

　
　

日
か

ら
□

毎
日

時
　

分
～

　
時

　
分

日
年

 
月

 
日

年
　

　
月

　
　

日
ま

で
□

そ
の

他
（

　
　

）
時

　
分

～
　

時
　

分
時

□
承

認
　

□
不

承
認

年
　

　
月

　
　

日
か

ら
□

毎
日

時
　

分
～

　
時

　
分

日
年

 
月

 
日

年
　

　
月

　
　

日
ま

で
□

そ
の

他
（

　
　

）
時

　
分

～
　

時
　

分
時

□
承

認
　

□
不

承
認

年
　

　
月

　
　

日
か

ら
□

毎
日

時
　

分
～

　
時

　
分

日
年

 
月

 
日

年
　

　
月

　
　

日
ま

で
□

そ
の

他
（

　
　

）
時

　
分

～
　

時
　

分
時

□
承

認
　

□
不

承
認

年
　

　
月

　
　

日
か

ら
□

毎
日

時
　

分
～

　
時

　
分

日
年

 
月

 
日

年
　

　
月

　
　

日
ま

で
□

そ
の

他
（

　
　

）
時

　
分

～
　

時
　

分
時

□
承

認
　

□
不

承
認

年
　

　
月

　
　

日
か

ら
□

毎
日

時
　

分
～

　
時

　
分

日
年

 
月

 
日

年
　

　
月

　
　

日
ま

で
□

そ
の

他
（

　
　

）
時

　
分

～
　

時
　

分
時

平成29年３月31日　金曜日 公　　　　報 （号外第６号）

24



（
そ
の
３
）

介
　
護
　
休
　
暇
　
の
　
取
　
消
　
し
　
等

休
暇
の
取
消
し
等
の
期
間

請
求
者

印
所
属
長

印
直
接
監

督
者
印

照
合
済
印

備
　
　
　
考

給
与
減

額
手
続

年
　
　
月
　
　
日
ま
で

時
　
分
～
　
時
　
分

時

出
勤
簿

年
　
　
月
　
　
日
　
　

時
　
　
間

日
・
時
間
数

年
　
　
月
　
　
日
か
ら

時
　
分
～
　
時
　
分

日

年
　
　
月
　
　
日
ま
で

時
　
分
～
　
時
　
分

時

年
　
　
月
　
　
日
か
ら

時
　
分
～
　
時
　
分

日

年
　
　
月
　
　
日
ま
で

時
　
分
～
　
時
　
分

時

年
　
　
月
　
　
日
か
ら

時
　
分
～
　
時
　
分

日

年
　
　
月
　
　
日
ま
で

時
　
分
～
　
時
　
分

時

年
　
　
月
　
　
日
か
ら

時
　
分
～
　
時
　
分

日

年
　
　
月
　
　
日
ま
で

時
　
分
～
　
時
　
分

時

年
　
　
月
　
　
日
か
ら

時
　
分
～
　
時
　
分

日

年
　
　
月
　
　
日
ま
で

時
　
分
～
　
時
　
分

時

年
　
　
月
　
　
日
か
ら

時
　
分
～
　
時
　
分

日

年
　
　
月
　
　
日
ま
で

時
　
分
～
　
時
　
分

時

年
　
　
月
　
　
日
か
ら

時
　
分
～
　
時
　
分

日

年
　
　
月
　
　
日
ま
で

時
　
分
～
　
時
　
分

時

年
　
　
月
　
　
日
か
ら

時
　
分
～
　
時
　
分

日

年
　
　
月
　
　
日
ま
で

時
　
分
～
　
時
　
分

時

年
　
　
月
　
　
日
か
ら

時
　
分
～
　
時
　
分

日

年
　
　
月
　
　
日
ま
で

時
　
分
～
　
時
　
分

時

年
　
　
月
　
　
日
か
ら

時
　
分
～
　
時
　
分

日

年
　
　
月
　
　
日
ま
で

時
　
分
～
　
時
　
分

時

年
　
　
月
　
　
日
か
ら

時
　
分
～
　
時
　
分

日

年
　
　
月
　
　
日
ま
で

時
　
分
～
　
時
　
分

時

年
　
　
月
　
　
日
か
ら

時
　
分
～
　
時
　
分

日

第21号様式の次に次の１様式を加える。
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沖縄県病院事業局管理規程第７号

沖縄県病院事業企業職員給与規程の一部を改正する規程を次のように定める。

平成29年３月31日

沖縄県病院事業管理者

病院事業局長 伊 江 朝 次

沖縄県病院事業企業職員給与規程の一部を改正する規程

沖縄県病院事業企業職員給与規程（平成18年沖縄県病院事業局管理規程第16号）の一部を次のように改正

する。

第10条に次の１号を加える。

⑽ 性暴力被害者支援医療業務手当

第17条の３の次に次の１条を加える。

（性暴力被害者支援医療業務手当）

第17条の４ 性暴力被害者支援医療業務手当は、医師である職員が、性的な被害を及ぼす暴力その他の言動

により性的な被害を受けた者（当該被害について初めて医療を受けるものに限る。）の医療の業務に従事

したときに支給する。

２ 前項の手当の額は、業務に従事した日１日につき15,000円とする。

附 則

この規程は、平成29年４月１日から施行する。

沖縄県病院事業局訓令第２号

沖縄県病院事業局嘱託員設置規程の一部を改正する訓令を次のように定める。

平成29年３月31日

沖縄県病院事業管理者

病院事業局長 伊 江 朝 次

沖縄県病院事業局嘱託員設置規程の一部を改正する訓令

沖縄県病院事業局嘱託員設置規程（平成18年沖縄県病院事業局訓令第７号）の一部を次のように改正す

る。

「
精神保健福祉事 日額 8,500円 病院で精神保健

別表中 務嘱託員 事務を担当する を
者

」

「
精神保健福祉事 日額 8,500円 病院で精神保健
務嘱託員 事務を担当する

者
に、「6,900円」を「7,

社会福祉事務嘱 日額 8,500円 病院で社会福祉
託員 事務を担当する

者
」

600円」に、「4,200円」を「4,300円」に、「3,700円」を「3,800円」に改める。

附 則

この訓令は、平成29年４月１日から施行する。

○沖縄県病院事業局の非常勤職員の職の設置、給与、勤務条件等に関する規程の一部を改正する訓令

沖縄県病院事業局訓令第３号

沖縄県病院事業局の非常勤職員の職の設置、給与、勤務条件等に関する規程の一部を改正する訓令を次の

ように定める。

平成29年３月31日

沖縄県病院事業管理者

病院事業局長 伊 江 朝 次

沖縄県病院事業局の非常勤職員の職の設置、給与、勤務条件等に関する規程の一部を改正する訓令

沖縄県病院事業局の非常勤職員の職の設置、給与、勤務条件等に関する規程（平成18年沖縄県病院事業局

訓令第９号）の一部を次のように改正する。

第16条第４号中「子（配偶者の子を含む。以下同じ。）」を「子（配偶者の子並びに民法（明治29年法

律第89号）第817条の２第１項の規定により職員が当該職員との間における同項に規定する特別養子縁組

の成立について家庭裁判所に請求した者（当該請求に係る家事審判事件が裁判所に係属している場合に限

る。）であって、当該職員が現に監護するもの、児童福祉法（昭和22年法律第164号）第27条第１項第３

号の規定により同法第６条の４第２号に規定する養子縁組里親である職員に委託されている児童及び沖縄

県職員の育児休業等に関する条例（平成４年沖縄県条例第６号）第２条の２に規定する者を含む。以下こ

の号において同じ。）」に改め、同条第５号中「10日）」の次に「の範囲内で必要と認める日又は時間」

を加え、同号ア中「子」の次に「（配偶者の子を含む。以下同じ。）」を加え、同条中第10号を第12号と

し、第６号から第９号までを２号ずつ繰り下げ、第５号の次に次の２号を加える。

⑹ 次のいずれにも該当する非常勤職員が、要介護状態にある対象家族の介護をするため、非常勤職員

の申出に基づき、当該介護を必要とする者ごとに、３回を超えず、かつ、通算して93日を超えない範囲

内で指定する期間（以下「指定期間」という。）内において勤務しないことが相当であると認められる

場合 指定期間内において必要と認められる期間（以下「介護休暇」という。）

ア １週間の勤務日が３日以上とされているもの又は週以外の期間によって勤務日が定められている非

常勤職員で１年間の勤務日が121日以上であるもの

イ 任命権者を同じくする職（以下「特定職」という。）に引き続き在職した期間が１年以上であるも

の

ウ 指定期間の初日から起算して93日を経過する日から６月を経過する日までに、その任期（任期が更

新される場合にあっては、更新後のもの）が満了すること及び特定職に引き続き採用されないことが

明らかでないもの

⑺ 次のいずれにも該当する非常勤職員が、要介護状態にある対象家族の介護をするため、当該介護を

必要とする者ごとに、連続する３年の期間（当該介護を必要とする者に係る指定期間と重複する期間を

除く。）内において１日の勤務時間の一部につき勤務しないことが相当であると認められる場合 当該

連続する３年の期間内において１日につき２時間（当該非常勤職員について１日につき定められた勤務

時間から５時間45分を減じた時間が２時間を下回る場合は、当該減じた時間）を超えない範囲内で必要

と認められる期間（以下「介護時間」という。）

ア １週間の勤務日が３日以上とされているもの又は週以外の期間によって勤務日が定められている非

常勤職員で１年間の勤務日が121日以上であるもの

イ １日につき定められた勤務時間が６時間15分以内である勤務日が定められているもの

ウ 特定職に引き続き在職した期間が１年以上であるもの

第16条に次の１項を加える。

２ 前項第６号の介護休暇及び同項第７号の介護時間の休暇の単位は、次に掲げる単位とする。

⑴ 介護休暇 １日又は１時間（１時間を単位とする介護休暇は、１日を通じ、始業の時刻から連続し、

又は終業の時刻まで連続した４時間（当該介護休暇と介護を必要とする者を異にする介護時間の承認を

受けて勤務しない時間がある日については、当該４時間から当該介護時間の承認を受けて勤務しない時

間を減じた時間）の範囲内の時間）

⑵ 介護時間 30分（１日を通じ、始業の時刻から連続し、又は終業の時刻まで連続した２時間（前項第

７号に規定する減じた時間が２時間を下回る場合にあっては、当該減じた時間）の範囲内（沖縄県職員

の育児休業等に関する条例第27条第３項の規定による部分休業の承認を受けて勤務しない時間がある日
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○沖縄県病院事業局の非常勤職員の職の設置、給与、勤務条件等に関する規程の一部を改正する訓令

沖縄県病院事業局訓令第３号

沖縄県病院事業局の非常勤職員の職の設置、給与、勤務条件等に関する規程の一部を改正する訓令を次の

ように定める。

平成29年３月31日

沖縄県病院事業管理者

病院事業局長 伊 江 朝 次

沖縄県病院事業局の非常勤職員の職の設置、給与、勤務条件等に関する規程の一部を改正する訓令

沖縄県病院事業局の非常勤職員の職の設置、給与、勤務条件等に関する規程（平成18年沖縄県病院事業局

訓令第９号）の一部を次のように改正する。

第16条第４号中「子（配偶者の子を含む。以下同じ。）」を「子（配偶者の子並びに民法（明治29年法

律第89号）第817条の２第１項の規定により職員が当該職員との間における同項に規定する特別養子縁組

の成立について家庭裁判所に請求した者（当該請求に係る家事審判事件が裁判所に係属している場合に限

る。）であって、当該職員が現に監護するもの、児童福祉法（昭和22年法律第164号）第27条第１項第３

号の規定により同法第６条の４第２号に規定する養子縁組里親である職員に委託されている児童及び沖縄

県職員の育児休業等に関する条例（平成４年沖縄県条例第６号）第２条の２に規定する者を含む。以下こ

の号において同じ。）」に改め、同条第５号中「10日）」の次に「の範囲内で必要と認める日又は時間」

を加え、同号ア中「子」の次に「（配偶者の子を含む。以下同じ。）」を加え、同条中第10号を第12号と

し、第６号から第９号までを２号ずつ繰り下げ、第５号の次に次の２号を加える。

⑹ 次のいずれにも該当する非常勤職員が、要介護状態にある対象家族の介護をするため、非常勤職員

の申出に基づき、当該介護を必要とする者ごとに、３回を超えず、かつ、通算して93日を超えない範囲

内で指定する期間（以下「指定期間」という。）内において勤務しないことが相当であると認められる

場合 指定期間内において必要と認められる期間（以下「介護休暇」という。）

ア １週間の勤務日が３日以上とされているもの又は週以外の期間によって勤務日が定められている非

常勤職員で１年間の勤務日が121日以上であるもの

イ 任命権者を同じくする職（以下「特定職」という。）に引き続き在職した期間が１年以上であるも

の

ウ 指定期間の初日から起算して93日を経過する日から６月を経過する日までに、その任期（任期が更

新される場合にあっては、更新後のもの）が満了すること及び特定職に引き続き採用されないことが

明らかでないもの

⑺ 次のいずれにも該当する非常勤職員が、要介護状態にある対象家族の介護をするため、当該介護を

必要とする者ごとに、連続する３年の期間（当該介護を必要とする者に係る指定期間と重複する期間を

除く。）内において１日の勤務時間の一部につき勤務しないことが相当であると認められる場合 当該

連続する３年の期間内において１日につき２時間（当該非常勤職員について１日につき定められた勤務

時間から５時間45分を減じた時間が２時間を下回る場合は、当該減じた時間）を超えない範囲内で必要

と認められる期間（以下「介護時間」という。）

ア １週間の勤務日が３日以上とされているもの又は週以外の期間によって勤務日が定められている非

常勤職員で１年間の勤務日が121日以上であるもの

イ １日につき定められた勤務時間が６時間15分以内である勤務日が定められているもの

ウ 特定職に引き続き在職した期間が１年以上であるもの

第16条に次の１項を加える。

２ 前項第６号の介護休暇及び同項第７号の介護時間の休暇の単位は、次に掲げる単位とする。

⑴ 介護休暇 １日又は１時間（１時間を単位とする介護休暇は、１日を通じ、始業の時刻から連続し、

又は終業の時刻まで連続した４時間（当該介護休暇と介護を必要とする者を異にする介護時間の承認を

受けて勤務しない時間がある日については、当該４時間から当該介護時間の承認を受けて勤務しない時

間を減じた時間）の範囲内の時間）

⑵ 介護時間 30分（１日を通じ、始業の時刻から連続し、又は終業の時刻まで連続した２時間（前項第

７号に規定する減じた時間が２時間を下回る場合にあっては、当該減じた時間）の範囲内（沖縄県職員

の育児休業等に関する条例第27条第３項の規定による部分休業の承認を受けて勤務しない時間がある日

については、当該連続した２時間から当該部分休業の承認を受けて勤務しない時間を減じた時間の範囲

内）の時間）

別表第１中「900円」を「910円」に、「1,010円」を「1,020円」に、「930円」を「940円」に、「1,190

円」を「1,200円」に、「910円」を「920円」に改める。

附 則

この訓令は、平成29年４月１日から施行する。
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○沖縄県病院事業局職員名札はい用規程の一部を改正する訓令

沖縄県病院事業局訓令第４号

沖縄県病院事業局職員名札はい用規程の一部を改正する訓令を次のように定める。

平成29年３月31日

沖縄県病院事業管理者

病院事業局長 伊 江 朝 次

沖縄県病院事業局職員名札はい用規程の一部を改正する訓令

沖縄県病院事業局職員名札はい用規程（平成20年沖縄県病院事業局訓令第１号）の一部を次のように改正

する。

第３条に次の１項を加える。

２ 前項の規定にかかわらず、沖縄県病院事業局職員服務規程（平成18年沖縄県病院事業局管理規程第12

号）第４条の２第１項の規定により発行された職員カードを勤務時間中見やすい位置にはい用する場合

は、名札をはい用することを要しない。

附 則

この訓令は、平成29年４月１日から施行する。

沖縄県病院事業局訓令第５号

沖縄県病院事業局標準職務遂行能力を定める規程の一部を改正する訓令を次のように定める。

平成29年３月31日

沖縄県病院事業管理者

病院事業局長 伊 江 朝 次

沖縄県病院事業局標準職務遂行能力を定める規程の一部を改正する訓令

沖縄県病院事業局標準職務遂行能力を定める規程（平成28年沖縄県病院事業局訓令第４号）の一部を次の

ように改正する。

「
別表第１の３の項中 ５ 人材育成 部下の指導・育成を行うことができる。 を

」

「
５ 人材育成・組 部下が能力を最大限発揮できるよう、適切な指導・育成

織活性化 を行うとともに、仕事と生活の調和や多様な働き方を推
に改める。進しつつ、業務効率化に向けた取組を行うことができ

る。
」

「
４ 人材育成 研修医及び他職種職員の指導を適切に行うことができ別表第２の３の項中 を

る。
」

「
４ 人材育成・組 研修医及び他職種職員が能力を最大限発揮できるよう、

織活性化 適切な指導を行うとともに、仕事と生活の調和や多様な
に改める。働き方を推進しつつ、業務効率化に向けた取組を行うこ

とができる。
」

「
別表第３の２の項中 ４ 人材育成 各職員に応じてキャリア形成を支援することができる。 を

」

「
４ 人材育成・組 各職員が能力を最大限発揮できるよう、適切な指導・育

織活性化 成を行うとともに、仕事と生活の調和や多様な働き方を
に改める。推進しつつ、業務効率化に向けた取組を行うことができ

る。
」

別表第３の４の項から６の項までを次のように改める。

４ 看護師長 １ 看護実践能力 患者を取り巻く状況を的確に把握し、患者の生活の質を高めるため
に適切な看護を実践することができる。

２ 看護業務管理 業務の中心を担うとともに、患者にとっての看護の質と費用対効果
能力 を考え、適切な業務管理を行うことができる。

３ 自己教育及び 専門領域や質の高い看護における自己教育活動及び研究活動を行
研究能力 い、その成果を業務に活用することができる。

４ 基本姿勢と態 状況の変化に応じて計画性のある行動を率先して行うとともに、助
度 言及び指導によりスタッフを活用し、業務を円滑に遂行することが

できる。

５ 主任 １ 看護実践能力 患者を取り巻く状況を把握し、患者の状況にあわせた看護を実践す
ることができる。

２ 看護業務管理 主体性をもって活動するとともに、専門的な能力を必要とされる役
能力 割又は指導的な役割を遂行することができる。

３ 自己教育及び 自己の能力向上に向けて主体性をもって研究活動を行い、その成果
研究能力 を業務に活用することができる。

４ 基本姿勢と態 部署における自己の役割を認識し、周囲と連携して業務を円滑に遂
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沖縄県病院事業局訓令第５号

沖縄県病院事業局標準職務遂行能力を定める規程の一部を改正する訓令を次のように定める。

平成29年３月31日

沖縄県病院事業管理者

病院事業局長 伊 江 朝 次

沖縄県病院事業局標準職務遂行能力を定める規程の一部を改正する訓令

沖縄県病院事業局標準職務遂行能力を定める規程（平成28年沖縄県病院事業局訓令第４号）の一部を次の

ように改正する。

「
別表第１の３の項中 ５ 人材育成 部下の指導・育成を行うことができる。 を

」

「
５ 人材育成・組 部下が能力を最大限発揮できるよう、適切な指導・育成

織活性化 を行うとともに、仕事と生活の調和や多様な働き方を推
に改める。進しつつ、業務効率化に向けた取組を行うことができ

る。
」

「
４ 人材育成 研修医及び他職種職員の指導を適切に行うことができ別表第２の３の項中 を

る。
」

「
４ 人材育成・組 研修医及び他職種職員が能力を最大限発揮できるよう、

織活性化 適切な指導を行うとともに、仕事と生活の調和や多様な
に改める。働き方を推進しつつ、業務効率化に向けた取組を行うこ

とができる。
」

「
別表第３の２の項中 ４ 人材育成 各職員に応じてキャリア形成を支援することができる。 を

」

「
４ 人材育成・組 各職員が能力を最大限発揮できるよう、適切な指導・育

織活性化 成を行うとともに、仕事と生活の調和や多様な働き方を
に改める。推進しつつ、業務効率化に向けた取組を行うことができ

る。
」

別表第３の４の項から６の項までを次のように改める。

４ 看護師長 １ 看護実践能力 患者を取り巻く状況を的確に把握し、患者の生活の質を高めるため
に適切な看護を実践することができる。

２ 看護業務管理 業務の中心を担うとともに、患者にとっての看護の質と費用対効果
能力 を考え、適切な業務管理を行うことができる。

３ 自己教育及び 専門領域や質の高い看護における自己教育活動及び研究活動を行
研究能力 い、その成果を業務に活用することができる。

４ 基本姿勢と態 状況の変化に応じて計画性のある行動を率先して行うとともに、助
度 言及び指導によりスタッフを活用し、業務を円滑に遂行することが

できる。

５ 主任 １ 看護実践能力 患者を取り巻く状況を把握し、患者の状況にあわせた看護を実践す
ることができる。

２ 看護業務管理 主体性をもって活動するとともに、専門的な能力を必要とされる役
能力 割又は指導的な役割を遂行することができる。

３ 自己教育及び 自己の能力向上に向けて主体性をもって研究活動を行い、その成果
研究能力 を業務に活用することができる。

４ 基本姿勢と態 部署における自己の役割を認識し、周囲と連携して業務を円滑に遂
度 行することができる。

６ 看護師 １ 看護実践能力 標準的な看護計画（個々の患者について、計画的に適切な看護を行
うため、看護の目標、具体的な看護の方法等の計画）に基づき、自
立して看護を実践することができる。

２ 看護業務管理 部署における自己の役割を効率的に遂行することができる。
能力

３ 自己教育及び 臨床現場で必要な実践能力の修得に向けた研究活動を展開し、その
研究能力 成果を業務に反映することができる。

４ 基本姿勢と態 部署における自己の役割を認識し、周囲と協力して自ら進んで業務
度 を行うことができる。

附 則

この訓令は、平成29年４月１日から施行する。

沖縄県病院事業局訓令第６号

沖縄県病院事業局職員の人事評価実施規程の一部を改正する訓令を次のように定める。

平成29年３月31日

沖縄県病院事業管理者

病院事業局長 伊 江 朝 次

沖縄県病院事業局職員の人事評価実施規程の一部を改正する訓令

沖縄県病院事業局職員の人事評価実施規程（平成28年沖縄県病院事業局訓令第５号）の一部を次のように

改正する。

別表第１県立病院の項中

「
看護部長 副院長 副院長 副院長 を

」

「
看護部長（課長級相当職） 副院長 － 副院長 に、

」

「
事務部長（課長級相当職） 院長 院長 院長 を

」

「
事務部長（課長級相当職） 院長 － 院長 に、「班長又は主

」

幹」を「課長又は主幹」に改める。

別表第２の１の項中

「
５ 人材育成 部下の指導・育成を行う。 を

」

「
５ 人材育成・組 部下が能力を最大限発揮できるよう、適切な指導・育成

織活性化 を行うとともに、仕事と生活の調和や多様な働き方を推 に、同表２の項中
進しつつ、業務効率化に向けた取組を行う。

」

「
３ 病院運営への 病院全体の方針に沿って、経営改善に努める。

貢献
を

４ 人材育成 研修医及び他職種職員の指導を適切に行う。
」

「
３ 病院運営への 病院全体の方針に沿って、経営改善に努める。

貢献

に、同表３の項を次のよ４ 人材育成・組 研修医及び他職種職員が能力を最大限発揮できるよう、
織活性化 適切な指導を行うとともに、仕事と生活の調和や多様な

働き方を推進しつつ、業務効率化に向けた取組を行う。
」

うに改める。

３ 県立病 副院長 １ リーダーシッ 看護部門だけでなく、他部門及び他職種に対しても影響
院に勤務 プ 力を持ち、課題等を体系的に整理し、柔軟に対応する。
する看護
師の職務 ２ 協調性 院内及び診療部門内の情報共有化のほか、他部門との連

携に努める。

３ 病院運営への 病院全体の経営を理解し、求められる役割を率先して担
貢献 うだけでなく、組織方針の実現に向け、院長を補佐し、

困難な調整を行う。

４ 人材育成 キャリアプランに適合させながら、バランス良く人材育
成を図る。
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沖縄県病院事業局訓令第６号

沖縄県病院事業局職員の人事評価実施規程の一部を改正する訓令を次のように定める。

平成29年３月31日

沖縄県病院事業管理者

病院事業局長 伊 江 朝 次

沖縄県病院事業局職員の人事評価実施規程の一部を改正する訓令

沖縄県病院事業局職員の人事評価実施規程（平成28年沖縄県病院事業局訓令第５号）の一部を次のように

改正する。

別表第１県立病院の項中

「
看護部長 副院長 副院長 副院長 を

」

「
看護部長（課長級相当職） 副院長 － 副院長 に、

」

「
事務部長（課長級相当職） 院長 院長 院長 を

」

「
事務部長（課長級相当職） 院長 － 院長 に、「班長又は主

」

幹」を「課長又は主幹」に改める。

別表第２の１の項中

「
５ 人材育成 部下の指導・育成を行う。 を

」

「
５ 人材育成・組 部下が能力を最大限発揮できるよう、適切な指導・育成

織活性化 を行うとともに、仕事と生活の調和や多様な働き方を推 に、同表２の項中
進しつつ、業務効率化に向けた取組を行う。

」

「
３ 病院運営への 病院全体の方針に沿って、経営改善に努める。

貢献
を

４ 人材育成 研修医及び他職種職員の指導を適切に行う。
」

「
３ 病院運営への 病院全体の方針に沿って、経営改善に努める。

貢献

に、同表３の項を次のよ４ 人材育成・組 研修医及び他職種職員が能力を最大限発揮できるよう、
織活性化 適切な指導を行うとともに、仕事と生活の調和や多様な

働き方を推進しつつ、業務効率化に向けた取組を行う。
」

うに改める。

３ 県立病 副院長 １ リーダーシッ 看護部門だけでなく、他部門及び他職種に対しても影響
院に勤務 プ 力を持ち、課題等を体系的に整理し、柔軟に対応する。
する看護
師の職務 ２ 協調性 院内及び診療部門内の情報共有化のほか、他部門との連

携に努める。

３ 病院運営への 病院全体の経営を理解し、求められる役割を率先して担
貢献 うだけでなく、組織方針の実現に向け、院長を補佐し、

困難な調整を行う。

４ 人材育成 キャリアプランに適合させながら、バランス良く人材育
成を図る。

看護部長 １ リーダーシッ 看護部門において影響力を持ち、課題等を体系的に整理
プ し、柔軟に対応する。

２ 協調性 院内及び診療部門内の情報共有化のほか、他部門との連
携に努める。

３ 病院運営への 病院全体の方針に沿って、経営改善に努める。
貢献

４ 人材育成・組 各職員が能力を最大限発揮できるよう、適切な指導・育
織活性化 成を行うとともに、仕事と生活の調和や多様な働き方を

推進しつつ、業務効率化に向けた取組を行う。

副看護部長 １ リーダーシッ 看護部門において影響力を持ち、課題等を体系的に整理
プ し、柔軟に対応する。

２ 協調性 院内及び診療部門内の情報共有化のほか、他部門との連
携に努める。

３ 病院運営への 病院全体の方針に沿って、経営改善に努める。
貢献

４ 人材育成 各職員に応じて機会を提供し、キャリア形成を支援す
る。

看護師長 １ 看護実践能力 患者を取り巻く状況を的確に把握し、患者の生活の質を
高めるために適切な看護を実践する。

２ 看護業務管理 業務の中心を担うとともに、患者にとっての看護の質と
能力 費用対効果を考え、適切な業務管理を行う。

３ 自己教育及び 専門領域や質の高い看護における自己教育活動及び研究
研究能力 活動を行い、その成果を業務に活用する。

４ 基本姿勢と態 状況の変化に応じて計画性のある行動を率先して行うと
度 ともに、助言及び指導によりスタッフを活用し、業務を

円滑に遂行する。

主任 １ 看護実践能力 患者を取り巻く状況を把握し、患者の状況にあわせた看
護を実践する。

２ 看護業務管理 主体性をもって活動するとともに、専門的な能力を必要
能力 とされる役割又は指導的な役割を遂行する。

３ 自己教育及び 自己の能力向上に向けて主体性をもって研究活動を行
研究能力 い、その成果を業務に活用する。

４ 基本姿勢と態 部署における自己の役割を認識し、周囲と連携して業務
度 を円滑に遂行する。

看護師 １ 看護実践能力 標準的な看護計画（個々の患者について、計画的に適切
な看護を行うため、看護の目標、具体的な看護の方法等
の計画）に基づき、自立して看護を実践する。

２ 看護業務管理 部署における自己の役割を効率的に遂行する。
能力

３ 自己教育及び 臨床現場で必要な実践能力の修得に向けた研究活動を展
研究能力 開し、その成果を業務に反映する。

４ 基本姿勢と態 部署における自己の役割を認識し、周囲と協力して自ら
度 進んで業務を行う。

附 則

この訓令は、平成29年４月１日から施行する。

看護部長 １ リーダーシッ 看護部門において影響力を持ち、課題等を体系的に整理
プ し、柔軟に対応する。

２ 協調性 院内及び診療部門内の情報共有化のほか、他部門との連
携に努める。

３ 病院運営への 病院全体の方針に沿って、経営改善に努める。
貢献

４ 人材育成・組 各職員が能力を最大限発揮できるよう、適切な指導・育
織活性化 成を行うとともに、仕事と生活の調和や多様な働き方を

推進しつつ、業務効率化に向けた取組を行う。

副看護部長 １ リーダーシッ 看護部門において影響力を持ち、課題等を体系的に整理
プ し、柔軟に対応する。

２ 協調性 院内及び診療部門内の情報共有化のほか、他部門との連
携に努める。

３ 病院運営への 病院全体の方針に沿って、経営改善に努める。
貢献

４ 人材育成 各職員に応じて機会を提供し、キャリア形成を支援す
る。

看護師長 １ 看護実践能力 患者を取り巻く状況を的確に把握し、患者の生活の質を
高めるために適切な看護を実践する。

２ 看護業務管理 業務の中心を担うとともに、患者にとっての看護の質と
能力 費用対効果を考え、適切な業務管理を行う。

３ 自己教育及び 専門領域や質の高い看護における自己教育活動及び研究
研究能力 活動を行い、その成果を業務に活用する。

４ 基本姿勢と態 状況の変化に応じて計画性のある行動を率先して行うと
度 ともに、助言及び指導によりスタッフを活用し、業務を

円滑に遂行する。

主任 １ 看護実践能力 患者を取り巻く状況を把握し、患者の状況にあわせた看
護を実践する。

２ 看護業務管理 主体性をもって活動するとともに、専門的な能力を必要
能力 とされる役割又は指導的な役割を遂行する。

３ 自己教育及び 自己の能力向上に向けて主体性をもって研究活動を行
研究能力 い、その成果を業務に活用する。

４ 基本姿勢と態 部署における自己の役割を認識し、周囲と連携して業務
度 を円滑に遂行する。

看護師 １ 看護実践能力 標準的な看護計画（個々の患者について、計画的に適切
な看護を行うため、看護の目標、具体的な看護の方法等
の計画）に基づき、自立して看護を実践する。

２ 看護業務管理 部署における自己の役割を効率的に遂行する。
能力

３ 自己教育及び 臨床現場で必要な実践能力の修得に向けた研究活動を展
研究能力 開し、その成果を業務に反映する。

４ 基本姿勢と態 部署における自己の役割を認識し、周囲と協力して自ら
度 進んで業務を行う。

附 則

この訓令は、平成29年４月１日から施行する。
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看護部長 １ リーダーシッ 看護部門において影響力を持ち、課題等を体系的に整理
プ し、柔軟に対応する。

２ 協調性 院内及び診療部門内の情報共有化のほか、他部門との連
携に努める。

３ 病院運営への 病院全体の方針に沿って、経営改善に努める。
貢献

４ 人材育成・組 各職員が能力を最大限発揮できるよう、適切な指導・育
織活性化 成を行うとともに、仕事と生活の調和や多様な働き方を

推進しつつ、業務効率化に向けた取組を行う。

副看護部長 １ リーダーシッ 看護部門において影響力を持ち、課題等を体系的に整理
プ し、柔軟に対応する。

２ 協調性 院内及び診療部門内の情報共有化のほか、他部門との連
携に努める。

３ 病院運営への 病院全体の方針に沿って、経営改善に努める。
貢献

４ 人材育成 各職員に応じて機会を提供し、キャリア形成を支援す
る。

看護師長 １ 看護実践能力 患者を取り巻く状況を的確に把握し、患者の生活の質を
高めるために適切な看護を実践する。

２ 看護業務管理 業務の中心を担うとともに、患者にとっての看護の質と
能力 費用対効果を考え、適切な業務管理を行う。

３ 自己教育及び 専門領域や質の高い看護における自己教育活動及び研究
研究能力 活動を行い、その成果を業務に活用する。

４ 基本姿勢と態 状況の変化に応じて計画性のある行動を率先して行うと
度 ともに、助言及び指導によりスタッフを活用し、業務を

円滑に遂行する。

主任 １ 看護実践能力 患者を取り巻く状況を把握し、患者の状況にあわせた看
護を実践する。

２ 看護業務管理 主体性をもって活動するとともに、専門的な能力を必要
能力 とされる役割又は指導的な役割を遂行する。

３ 自己教育及び 自己の能力向上に向けて主体性をもって研究活動を行
研究能力 い、その成果を業務に活用する。

４ 基本姿勢と態 部署における自己の役割を認識し、周囲と連携して業務
度 を円滑に遂行する。

看護師 １ 看護実践能力 標準的な看護計画（個々の患者について、計画的に適切
な看護を行うため、看護の目標、具体的な看護の方法等
の計画）に基づき、自立して看護を実践する。

２ 看護業務管理 部署における自己の役割を効率的に遂行する。
能力

３ 自己教育及び 臨床現場で必要な実践能力の修得に向けた研究活動を展
研究能力 開し、その成果を業務に反映する。

４ 基本姿勢と態 部署における自己の役割を認識し、周囲と協力して自ら
度 進んで業務を行う。

附 則

この訓令は、平成29年４月１日から施行する。
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